
高齢者福祉計画（介護保険事業計画第8期）進捗管理

事業概要（第８期における主な取組） 本計画実施内容（目標・事業内容等） 活動指標（R4年度） 実施内容
自己
評価

課題 対応策

ア
従前の訪問介護相当サービ
ス

地域包括ケア推
進課

自力では困難な行為について、同居家族の支援や
地域の支え合い・支援サービスなどが受けられな
い場合に、訪問介護事業者の訪問介護員による専
門的な身体介護・生活援助を実施します。

要支援者等のうち、専門的な身体介護・生活援助が
必要な方に対して、訪問介護員による支援を実施し
ます。

-
要支援者等のうち、専門的な身体介護・生活援助
が必要な方に対して、訪問介護員による支援を実
施しました。

4
サービス提供事業所への制度理解の周知が
課題となっています。

サービス提供事業所を対象とした説明会
を開催する他、基準の改正等の際には事
業所宛てに随時文書にて通知を行いま
す。

イ 訪問型サービスＡ
地域包括ケア推
進課

自力では困難な行為について、同居家族の支援や
地域の支え合い・支援サービスなどが受けられな
い場合に、事業者による従前の訪問介護相当サー
ビスの基準を緩和した生活援助を実施します。

要支援者等のうち、身体介護等の専門的な支援を必
要としない方に対して訪問介護事業者及び生きがい
事業団等が生活援助を実施します。また、当事業に
おいては、一定の研修を受講した無資格者も従事可
能であるため、研修等を通して、担い手を養成する
ことを推進することにより、サービスの利用につな
げやすい環境を整備します。

-
ヘルパー事業所の指定による事業実施の他、生き
がい事業団への委託による事業が徐々に利用率を
上げています。

4
サービス提供事業所従事者への制度理解の
周知が課題となっています。

定期的にサービス提供事業所従事者を対
象とした説明会を開催する他、基準の改
正時には事業所宛てに随時文書にて通知
を行います。

ウ 訪問型サービスＢ
地域包括ケア推
進課

自力では困難な行為であるが専門性の必要ない生
活援助（ゴミ出しなど）を、ボランティア等によ
る住民主体の自主的な取組により実施します。

要支援者等のうち、身体介護等の専門的な支援を必
要とせず、ボランティアによる支援が適している方
に対して、ボランティア団体が生活援助を実施しま
す。また、サービス内容を決定する高齢者よろず相
談センターと訪問型サービスＢの提供者が滞りなく
連携できるよう、支援をすることにより、利用の促
進を図ります。

-
サービス利用率の増加を図るため、サービス提供
者からの要望を反映させながら、適宜事業運用方
法を改善いたしました。利用率は増加傾向です。

4
サービス提供実績がない福祉村があり、
サービスの利用促進が課題です。

滞りなくサービス提供が行えるよう、手
順書や様式を作成する等の改善をしま
す。

エ 訪問型サービスＣ
地域包括ケア推
進課

体力や日常動作に改善が必要な方で通所が困難な
方に対し、保健師、看護師、歯科衛生士、管理栄
養士などの専門職が自宅を訪問し、相談指導を実
施します。

要支援者等を対象に、高齢者よろず相談センターや
市の職員が自宅を訪問し、相談を受けて、短期集中
的に専門的な立場から指導を行います。

-
地域包括支援センター等から相談を受けた結果、
訪問Cではなく個別相談の訪問が適している方へ
の対応を実施しました。

3
サービスの周知を引き続き行うとともに、
訪問頻度・回数等について、相談内容に応
じて対応していきます。

個別相談を受ける中で、訪問型サービス
Cが望ましい対象には、支援がつなげら
れるようにしていきます。

オ
従前の通所介護相当サービ
ス

地域包括ケア推
進課

生活機能向上のための専門的な機能訓練を通所介
護施設で実施します。

要支援者等のうち、通所介護施設で、生活機能向上
のための支援を行うことが適している方に対して、
専門的な支援を行います。

-
要支援者等のうち、通所介護施設で、生活機能向
上のための支援を行うことが適している方に対し
て、専門的な支援を行いました。

5
多様なサービスの中から対象者の状態像に
合ったサービスを適切に利用してもらう必
要があります。

対象者の状態像に合った適切なサービス
利用に繋げられるよう、「介護予防ケア
マネジメント効果検討会議」を活用して
いきます。

カ 通所型サービスＡ
地域包括ケア推
進課

現行従前の通所介護相当サービスの基準を緩和し
た支援を通所介護施設で実施します。

要支援者等のうち、通所介護施設で、専門職による
支援が原則として必要ない方に対して、日常生活等
を通した機能訓練を行うことによる支援を行いま
す。

-

サービスのニーズがない状況が続いています。
サービス選定の支援をする地域包括支援センター
では身体介護が必要ない対象者の受け皿として、
当サービスではなく、地域のサロンへ案内してい
る状況です。

2

身体介護が不要な対象者の受け皿として通
いの場（地域のサロン）が機能しているた
め、当サービスへのニーズが上がりませ
ん。他市においては、基準緩和をする余地
が少ないため当サービスを実施していない
例もあります。

当面は利用者に対する多様な受け皿の一
つとして当サービスを残しつつ、市民へ
のニーズ調査等をもとに廃止等を含め事
業の運用方法を見直していく必要があり
ます。

キ
通所型サービスＣ　健康
チャレンジ複合型教室事業

地域包括ケア推
進課

要支援者等を対象に、運動機能の低下、口腔機能
の低下、並びに低栄養状態にある、又はそのおそ
れがある高齢者に対し、短期集中的に複合型プロ
グラムを実施します。

要介護状態にならないためには運動・口腔・栄養の
プログラムを一体的に取り組むことが効果的である
ことから、総合的に健康増進への効果が望める事業
を積極的に開催していきます。

-
運動、口腔の複合集団型プログラムを、できるか
ぎり個人の状況に適した指導を行いながら実施し
ました。

4
コロナの影響により機能低下をみられる高
齢者が一人でも多く参加できるよう、開催
回数を増やしていくことが課題です。

開催回数を増やすことについて検討しま
す。

ク
生活支援・介護予防サービ
スに関する協議体の設置

地域包括ケア推
進課

生活支援・介護予防サービスの体制整備に向け
て、定期的な情報の共有・連携強化の場として協
議体を設置し、資源開発等を推進します。

市全域に関する議論の場である第１層協議体と当該
地域の課題等について議論をする場である第２層協
議体の会議を開催し、介護予防や生活支援に関する
課題などを共有します。また、情報の共有、地域
ニーズの把握、ネットワーク化等を行い、地域の住
民同士の支え合いの体制作りを推進します。第２層
協議体が設置されていない地区においては、それぞ
れの地区に働きかけ、設置を促すことを支援しま
す。

協議体開催数　６５回 協議体開催４７回 2
コロナ禍で開催出来なかった地域があっ
た。開催方法の検討が必要。

地域差が大きく、開催が難しい地域があ
るが、引き続き書面会議などの方法を提
案していきます。

ケ
生活支援コーディネート活
動

地域包括ケア推
進課

資源開発、関係者のネットワーク化、地域の支援
ニーズとサービス提供主体のマッチング等のコー
ディネート活動を実施することにより、地域にお
ける生活支援・介護予防サービスの提供体制の整
備に向けた取組を推進します。

生活支援・介護予防サービスに関する協議体で決定
した事項等を実現するために働きかけをする生活支
援コーディネートチームの活動を推進するため、研
修会を開催する等、必要に応じた支援を行います。
また、役割がある形での高齢者の社会参加を促進す
る就労的活動支援コーディネーターの配置も検討し
ていきます。

研修会開催数　３回 研修会開催３回 3
コロナ禍で人数を減らして開催しており、
オンライン開催も検討したが、体制が整わ
なかった。

オンライン開催も引き続き検討するが、
対面での受講人数を増やす等、より多く
の方に受講していただきやすい環境を整
えます。

コ 介護予防ケアマネジメント
地域包括ケア推
進課

要支援者等に対する介護予防ケアマネジメントを
行います。

高齢者よろず相談センターが要支援者等に対するア
セスメントを行い、その状態や置かれている環境等
に応じて、本人が自立した生活を送ることができる
ようケアプランを作成し、利用するサービスを決定
します。必要に応じてモニタリングにより、サービ
ス利用者の状態像を把握し、ケアプラン期間終了後
に評価を行います。

-
介護予防ケアマネジメントを実施する地域包括支
援センターに対して、必要な説明や助言を行う
等、事業運用を実施しました。

3

地域包括支援センターとの連携をより強化
し、市民が自身の状態像に合ったサービス
が利用できるよう、適正な介護予防ケアマ
ネジメントの実施に努める必要がありま
す。

介護予防ケアマネジメント効果検討会議
を活用し、地域包括支援センターが適切
なケアマネジメントを行えるよう努めて
まいります。

サ
介護予防ケアマネジメント
効果検討事業

地域包括ケア推
進課

介護予防ケアマネジメントに関して効果を検討す
る場を設け、本市と高齢者よろず相談センターの
連携を強化し、利用者に適したサービスとなるよ
う必要に応じた支援を行います。

各高齢者よろず相談センターからケアプラン等の提
出を求め、介護予防ケアマネジメントの内容につい
てヒアリングする等、検討する場を設けます。各高
齢者よろず相談センターに必要に応じた指導を行う
とともに、高齢者よろず相談センターからの意見や
要望を整理したマニュアルを整備する等、この事業
を通して、必要に応じたさまざまな支援を行うこと
を目指します。

延べヒアリング回数　２
６回

対象（令和３年度に事業対象者として申請があ
り、サービス利用があった方）を限定した実施と
なりましたが、地域包括支援センターとの連携を
強化し、より適切な介護予防ケアマネジメントが
できるよう、１２か所の地域包括支援センターを
対象に介護予防ケアマネジメント効果検討会議を
開催しました。

2

基本チェックリストの「口腔」や「栄養」
にも該当しているにも関わらず、ケアプラ
ンに反映されていない事例が見受けられこ
となどから、より適切な介護予防ケアマネ
ジメントの実施に向け多職種による専門的
な視点が必要です。

介護予防ケアマネジメント効果検討会議
を通して、市の専門職員と地域包括支援
センター職員が連携を強化するととも
に、センター職員の資質向上を図りま
す。

ア
健康チャレンジ高齢者把握
事業

地域包括ケア推
進課

高齢者よろず相談センター等で基本チェックリス
トを実施し、それぞれの高齢者に適したサービス
や情報を提供することにより、健康増進や閉じこ
もりの防止につなげます。

関係機関と連携し、事業の周知を図るとともに、基
本チェックリストを実施し、対象者に適したサービ
スや情報提供を行います。

-
対象者の状態に応じて多様なサービスを提供でき
るよう地域包括支援センター窓口にて、チェック
リストを実施しました。

3
対象者の状態に応じて多様なサービスを提
供し、要介護状態にならないようにするこ
との結果がみえにくいことが課題です。

本人の状態に合わせたケアプランを作成
し、多様なサービスを導入していきま
す。

自己評価　５：目標を大きく上回る成果があった　　４：目標を上回る成果があった　　３：目標どおり　　２：目標をやや下回った　　１：目標を大きく下回った

施策・事業の内容

第８期介護保険事業計画 R4年度実績

2
地域で取り
組む健康
チャレンジ

担当課基本目標 基本施策 施策

1
健康で生き
がいに満ち
た暮らし

1
健康長寿へ
のチャレン
ジ

1

介護予防・
日常生活支
援総合事業
の推進

1



高齢者福祉計画（介護保険事業計画第8期）進捗管理

イ
地域リハビリテーション活
動支援事業

保険年金課

地域における健康チャレンジの取組を機能強化す
るために、通所、訪問、地域ケア会議、サービス
担当者会議、住民運営の通いの場等へのリハビリ
テーション専門職等の関与を促進します。

専門職や高齢者よろず相談センターなどの要望に対
応することで、対象者の重度化の予防や生活の充実
に向けた技術支援を行います。

支援回数　１２回

町内福祉村、地域包括支援センター等の依頼によ
る理学療法士派遣9回。地域ケア会議等は派遣の
依頼はなかった。
コロナ禍のため活動を依然として休止する団体が
ある中で年間９回の運動指導等の依頼があった。

2

より多くの場面でリハビリテーション専門
職等の関与に関する制度を利用してもらう
ために、制度の周知が課題となっていま
す。

地域包括支援センターや通いの場等へ本
事業に関する周知を行い、地域ケア会議
等での活用を促します。

ウ
健康チャレンジ事業評価事
業

地域包括ケア推
進課

学識経験者及び医師会・歯科医師会等から助言を
得て、介護予防事業の質の確保・向上の観点で評
価します。

各地域における健康チャレンジ事業の充実状況や高
齢者の参加状況等を時系列で取りまとめ、事業の効
果等について分析し、さらなる充実につなげます。

開催回数　２回 開催回数１回（コロナの影響により１回中止） 2
学識経験者などの助言等を事業の分析や充
実に十分につなげていくことが課題です。

多様な立場の学識経験者等から助言を得
るとともに、各事業の課題点をより明ら
かにして実施します

エ
健康チャレンジ普及啓発事
業

高齢福祉課・保
険年金課

医師による高齢者の健康増進に関する講話や、保
健師、理学療法士、管理栄養士、歯科衛生士、認
知症地域支援推進員等による相談を行います。ま
た、健康チャレンジを地域で実施するための教室
を各専門職の視点で開催します。

高齢者が日頃から健康増進について関心を持つとと
もに、知識を身につけることができるよう、健康長
寿チャレンジの普及啓発に努めます。地域や団体に
向けた各種の教室や講話を開催し、高齢者の健康増
進を地域住民が自主的に行うことの大切さを伝えま
す。

延べ開催数　１５回
延べ参加者数　３００人

歯科医師によるオーラルフレイル予防講座、地域
包括支援センター等からの依頼講座等を年間31回
開催し、延455人が参加。専門職への相談は電
話・訪問相談延べ１２件実施。

4

コロナ禍で把握したコロナフレイル、オー
ラルフレイルなどの健康課題や介護予防に
ついてより多くの高齢者に周知することが
課題となっています。

歯科医師によるオーラルフレイル講座の
回数を引き続き年3回します。またオー
ラルフレイル等の健康課題がみられる地
区に出向いた講座を実施します。

オ
健康チャレンジに取り組む
ための通いの場（サロン）
の開催支援

地域包括ケア推
進課

介護予防に取り組むことができるような通いの場
（サロン）を運営する住民主体のボランティア団
体に補助金を交付することによる支援を行いま
す。

補助金を交付することによる活動経費の支援に加
え、介護予防に関する指導内容等を掲載した「健康
チャレンジ教本」を作成し、通いの場の団体に教本
を提供することにより、各団体における介護予防活
動の効果を高めるとともに教本に沿った介護予防の
取組をすることで各団体の活動の主体性を促すこと
を進めます。また、つながり支援として、デジタル
機器を利用した通いの場での連携を実施していきま
す。

延べ参加者数　１８３,
５００人

コロナ禍において活動の再開がみられ、補助金の
交付を通した通いの場各団体への活動支援を推進
しました。また、コロナ禍における活動状況を把
握するため、定期的にアンケートを実施し、結果
とともに今後の活動で気をつけてほしいポイント
を周知しました。
延べ参加者数：１５５,１７８人

2
通いの場の活動を通した高齢者同士のつな
がりを維持していく必要があります。

コロナを機に参加しなくなった等気にな
るメンバーがいる場合には、地域包括支
援センターにも相談するよう促しを行
い、通いの場の高齢者同士のつながりを
支援していきます。

カ
健康チャレンジリーダー育
成事業

保険年金課

健康チャレンジリーダーの養成を通して、主体的
に活動を行う地域団体を増加させることを目指し
ます。健康チャレンジリーダーを中心に地域団体
が活発に介護予防に資する活動を展開することに
より、多くの高齢者へ介護予防活動への参加を促
し、健康長寿につなげます。

地域において介護予防活動をするための研修を開催
し、普及啓発を図ることにより、当該リーダーを中
心に、地域の実情に合わせた組織を構築します。

健康チャレンジリーダー
養成者数　２０人

健康チャレンジリーダー養成者数　５人
コロナ感染予防のため募集定員を１０名に減らし
て募集したが、地域のサロン等の活動が休止して
いるところも多く、定員の半数の養成者に留まっ
た。

2

ポストコロナに向け地域で主体的に介護予
防に資する活動を再開、展開できるよう
に、健康チャレンジリーダーについての周
知を進めることが課題となっています。

地域包括支援センターや通いの場等への
周知を行います。

キ
健康チャレンジ地域活動支
援事業

地域包括ケア推
進課

健康チャレンジの取組を地域に根ざすために、身
近で気軽に取り組める地域における住民主体の健
康増進活動の育成・支援を行います。

住民主体の健康チャレンジの取組や内容の向上に向
けて、人材の派遣、各種団体が行う教室の紹介など
の取組についての情報発信等、活動への支援を行い
ます。ゴム体操等の指導や気軽に健康チャレンジに
取り組める機材等を貸し出しし、地域で取り組める
ような活動を支援します。

-
地域のサロン活性化のために、介護予防の取組み
を踏まえたカラオケ機材等の貸し出し等支援を実
施しました。

3
カラオケ機器等を安全かつ適切に使用する
必要があります。

機材等貸し出しについては業者同行実施
を推進します。

ク
健康チャレンジ食生活改善
事業

保険年金課
調理実習と食生活を学ぶ教室を組み合わせて、効
果的に高齢者の健康に関する知識を高めます。

市内の公民館で調理実習を行うとともに、食生活の
知識を高める教室を開催します。調理実習は男性の
参加率が低いことから、通常の調理実習だけでな
く、男性向けの教室を開催し、男女問わず日常の食
生活を通じて健康増進に関する知識を高めるような
事業を実施します。

教室開催数　２５回
延べ参加者数　４００人

コロナ感染対策のため、調理実習を含む教室は開
催できませんでしたが、代替えとして食生活改善
推進団体へ「食生活改善推進員が考える”手軽に
食べられる低栄養予防につながるレシピ”」制作
を委託し、高齢者の食生活及び健康増進について
知識の普及の媒体作成に努めました。

3

コロナフレイルの健康課題として高齢者の
食事が簡素化している可能性が高いため、
「食からの健康や介護予防」に関する知識
を効果的に得られる別の方法も併せて検討
する必要があります。

感染対策を講じながら調理実習を試行的
に実施します。また、引き続き食生活改
善事業として「食生活改善推進員が考え
る”手軽に食べられる低栄養予防につな
がるレシピ”」等考案と普及啓発を委託
し実施します。

ケ
ひらつか元気応援ポイント
事業

地域包括ケア推
進課

事業の参加を希望する平塚市在住の65歳以上の方
に手帳を交付し、指定された介護保険施設や子ど
もの施設等で活動を行っていただき、手帳に押さ
れたスタンプ数に応じて、介護保険料の未納がな
い方に交付金などを交付します。

介護予防及び地域貢献の機会づくりを支援します。
事業の周知に力を入れるほか、活動可能な施設種別
の範囲を広げ事業受入機関の増加を図り、市内の身
近な場所で活動ができる体制を整えることにより、
事業登録者数の増加を目指します。また、アンケー
トや意見交換会を通して把握した事業登録者のニー
ズを適宜取り入れながら、魅力ある事業にするよう
改善を図ります。
介護分野の研修参加や介護周辺業務へのボランティ
ア活動をした若年層、中年齢層、子育てを終えた
層、高齢者層など各層にポイントを付与し、各層の
社会参加・就労的活動を推進するとともに、介護現
場での活躍を支援し、介護人材の拡大を検討しま
す。

活動者数　３１０人

登録者９２１名（うち実活動者１１３名）。
受入機関に対する受入に関する状況調査等を実施
しながら、介護予防及び地域貢献の機会づくりを
支援しました。

2

コロナの影響により、依然として受入機
関・活動場所が少なく、会員の定着が課題
となっています。

受入機関の増加と会員の定着を目指しま
す。

コ フレイル対策推進事業 保険年金課

多くの高齢者は、健康な状態からフレイルの段階
（心身の活力が低下した状態）を経て、要介護状
態に陥ると考えられています。しかし、フレイル
状態にあっても、その変調に気づくことなく「歳
のせい」と見過ごしてしまうことによって、介護
予防の支援をすべきタイミングを逃してしまって
いるという現状があります。そのため、東京大学
高齢社会総合研究機構との連携のもと、「栄養・
運動・社会参加」をテーマに、フレイルを「知
る」「気づく」「予防・改善する」という３つの
観点から各種事業を展開することで、自身の状態
の見える化を図り、フレイル予防のための行動変
容につなげていきます。

「知る」を促す事業として、市ウェブ上のフレイル
専用サイトの充実、フレイル予防セミナーの開催な
ど、広くフレイル予防の普及啓発を図ります。ま
た、「気づく」「予防・改善する」を促す事業とし
て、市役所や公民館等でのフレイルチェック測定会
やフレイル改善教室等を開催するほか、その担い手
となる市民サポーター「フレイルサポーター」を養
成していきます。なお、各事業は、「高齢者の保健
事業と介護予防の一体的な実施」に基づき、各種
データを踏まえながら保健事業の視点からの支援と
連携し推進していきます。

測定会開催数　１０回

「知る」を促す事業としてコロナフレイルの健康
課題である「オーラルフレイル」予防のより一層
の普及ため、産官学民連携による共同研究として
「地域丸ごと介入研究」を花水・なでしこ地区へ
実施しました。また「気づく」ためのフレイル
チェック測定会は予定回数を大きく上回る45回実
施し延べ505人が参加しました。「予防・改善す
る」として、フレイルサポーターによるオーラル
フレイル予防を主な目的とした「カムカム教室」
を計24回実施し延べ179人参加しました。また担
い手の養成としてフレイルサポーターを１７名養
成しました。

5

より多くの高齢者がフレイルに「気づく」
ための機会を増やすことが課題です。ま
た、「高齢者の保健事業と介護予防の一体
的実施」に基づき、後期高齢者健診とフレ
イルチェックを一体的に実施し、フレイル
への気づきと行動変容を促す仕組みの構築
や低栄養やオーラルフレイルなど地区ごと
に異なる健康課題への対応が課題となって
います。

フレイルチェック測定会を通いの場等で
実施し、高齢者がフレイルに気づく機会
を増やします。またフレイル改善に向け
た行動変容を促す健康教室の実施や後期
高齢者健診とフレイルチェックの一体的
実施の仕組みを構築し、実施します。さ
らにフレイルチェックやカムカム教室等
による介護予防効果の検証を行います。

2
地域で取り
組む健康
チャレンジ

1
健康で生き
がいに満ち
た暮らし

1
健康長寿へ
のチャレン
ジ

2



高齢者福祉計画（介護保険事業計画第8期）進捗管理

サ
高齢者のＩＣＴを活用した
つながり促進事業

地域包括ケア推
進課

高齢者のフレイル状態（虚弱状態）には、身体的
フレイル、心理・精神的フレイル、社会的フレイ
ルがあり、中でも、人とのつながりの希薄化など
による社会的フレイルの予防は、特に重要な取組
となります。通いの場等の充実によるつながりを
促進するだけでなく、外出が困難な場合などで
も、自宅でＳＮＳをはじめとするＩＣＴ技術を活
用しながらつながりが保てるよう支援します。

町内福祉村が実施する通いの場（Ⅱ型）を中心に、
主にスマートフォンを所持する高齢者に対し、ス
マートフォンの活用講座等を開催し、情報の収集や
グループでの通話等を安全に実施できる方法等を学
ぶ機会を提供します。

講座開催数　８回

自身のスマートフォンを使用したスマートフォン
活用講座を８回実施しました。
内訳：通いの場（Ⅱ型）７回
　　　認知症カフェ　　１回

3
ポストコロナの伴い、参加ニーズの減少が
懸念されます。

事業の必要性を検討します。

シ 健康診査等
健康課・保険年
金課

生活習慣病やがんの早期発見、早期治療等を目的
とした各種健診、保健指導を実施します。

特定健康診査・特定保健指導、後期高齢者健康診
査、がん検診、成人歯科健診等を実施します。健診
等の対象者には、個別通知を行います。

-
平塚市国民健康保険特定健康診査・特定保健指導
実施計画（第3期］データヘルス計画により進捗
管理を行う。

ス 重症化予防事業 保険年金課
各種健康診査等の結果から重症化予防の対象者を
把握して、予防のための保健指導等を実施しま
す。

糖尿病性腎症重症化予防のための病診連携を実施し
ます。また、糖尿病及び高血圧の重症化予防教室や
保健指導を実施します。

-
平塚市国民健康保険特定健康診査・特定保健指導
実施計画（第3期］データヘルス計画により進捗
管理を行う。

セ
介護予防と連携した保健事
業

保険年金課・地
域包括ケア推進
課

健康診査等の分析結果から把握した健康課題や高
齢期の体の特性等、フレイル状態等を把握し、身
近な場所で健康づくりへの参加や適切な医療サー
ビス等につながるよう、地域の場等で普及啓発や
情報提供等を行い、疾病の予防に努めます。

地域の場等を活用し健康情報の発信と普及啓発、必
要な方への受診勧奨等を行います。

-

後期高齢者健診の質問票等を分析し、口腔や栄養
状態に課題がある可能性が高い地区を選定し、中
原地区、花水・なでしこ地区、旭南地区にてオー
ラルフレイル予防教室を開催しました。

3

分析結果に基づきフレイルハイリスクにあ
る者に対し予防知識の普及やフレイル
チェック等によるフレイルへの気づきを促
すこと、予防改善に向けた行動変容を促す
ことが課題となっています。

後期高齢者健診質問票から抽出したフレ
イルハイリスク者に対しフレイルチェッ
クや改善に向けた教室、保健指導等を行
う一連の体制を構築します。

ソ 健康相談 健康課
生活習慣病予防等の疾病の早期改善と自己管理の
意識向上を図ることを目的とした健康相談を実施
します。

保健師、管理栄養士などが来所及び電話等にて個別
相談を実施します。

-
平塚市健康増進計画（第2期）により進捗管理を
行う。

タ 健康教育 健康課
生活習慣病の予防、健康増進等に関する正しい知
識の普及を図り、健康の保持増進を目的として、
健康教育を実施します。

生活習慣病予防を目的として、専門医による健康講
話、運動や食生活改善等に関する集団健康教育を実
施します。がんへの知識の啓発を目的として、パソ
コンやスマートフォンなどから気軽にアクセスでき
るがん検診チェックサイトの普及を進めます。

-
平塚市健康増進計画（第2期）により進捗管理を
行う。

チ
地区組織活動・健康づくり
推進事業・栄養改善指導事
業

健康課
地域の健康づくり活動を推進するための担い手を
養成し運動・休養・食生活等に関する様々な事業
を実施します。

公募による講座を実施し、地域の健康づくりの担い
手である健康推進員及び食生活改善推進員を養成し
ます。講座修了後は、平塚市健康推進員連絡協議
会、平塚市食生活改善推進団体に加入して、市から
委託された運動、休養、食生活等に関する様々な事
業を実施します。市は育成講座を実施し、各推進員
への情報提供や技術向上等を支援します。

-
平塚市健康増進計画（第2期）により進捗管理を
行う。

ア ゆめクラブへの支援 高齢福祉課

ゆめクラブ湘南平塚と連携し、高齢者が健康で生
きがいに満ちた生活を送る機会の一つとして活動
を支援します。友愛訪問等の奉仕活動を充実させ
ることにより地域での社会貢献を推進し、地域の
クラブの魅力を高め、加入を促進します。

奉仕活動を充実させることにより、ゆめクラブの活
動内容が広く市民に理解されるようＰＲに努めると
ともに、魅力あるクラブとなるよう支援を行いま
す。

奉仕活動延べ参加者数　
２４,７５０人

湘南平塚ゆめくらぶと共に福祉大会やスポーツ大
会などを開催し、活動の活性化を図りました。ま
た、奉仕活動への参加を促すことにより友愛チー
ム数が３チームから４８チームに増加し、延べ
14,405人（人数はR3年度実績）が奉仕活動に参加
しました。

2

会員の高齢化が進み、クラブリーダーの担
い手が不在であることを理由に解散するク
ラブが新規加入するクラブを上回る状態が
続いています。

会員の友人や知人への声掛けによる加入
促進を図るため、女性会員が多いとう特
色を踏まえ、女性が楽しくやりがいのあ
る活動を企画していきます。

イ
高齢者の生きがいと健康づ
くり事業

高齢福祉課

ゆめクラブ湘南平塚に料理、手芸、音楽、リズム
体操等の生きがい教室の開催及びクラブリーダー
の育成事業を委託し、高齢者自らが生きがいづく
りと健康づくりに取り組むことができるよう支援
します。

毎年、開催する教室の内容を見直し、クラブ会員に
とって楽しく生きがいになるような活動を行えるよ
う支援します。

延べ回数　２８回
延べ参加者数　１，４０
０人

湘南平塚ゆめくらぶ会員を対象とした生きがい教
室を開催しました。音楽教室9回129人、編み物教
室3回28人、フラワーアレジメント教室3回56人、
リズム体操14回400人。

2

感染症が落ち着いてきた社会状況等を背景
として、教室への参加希望者が多くなった
ため、参加希望者の受け入れが可能な会場
の確保が必要です。

同一のテーマの教室を複数回開催するこ
となどより、多くの受講希望者が参加で
きるよう開催方法を工夫します。
また、生きがい教室参加者は地区の代表
として参加をしており、学んだことを各
地区で広めることを意識してもらいま
す。
令和５年度は、リスム体操、音楽教室の
会場を広い会場に移し募集人員を倍にし
ます。

ア
ハローワーク及び生きがい
事業団等との就労ネット
ワーク

高齢福祉課・産
業振興課

ハローワーク及び生きがい事業団等と連携を図り
ながら、高齢者の多様な就労活動の機会創出に向
け、シニア向けの就労支援セミナー及び個別相談
会を開催します。

就労活動に役立つ講演やシニア世代の就労に積極的
な企業及び介護施設の紹介等を行うほか、参加企業
による個別相談会を設け、アクティブシニアをはじ
め、就労を希望する高齢者がそれぞれにあった働き
方で活躍できるよう就労支援を行います。

セミナー開催数　２回
延べ参加者数　６０人

シニア向け就労支援セミナーを個別面接会（ハ
ローワーク主催）と合同で年２回開催。第１回
（１２月）は１７人、第２回（３月）は３６人、
延べ５３人の参加があった。

2
高齢者が就労する機会を増やすために、多
様な職種の企業に、より一層参加してもら
う必要があります。

ハローワーク及び平塚市生きがい事業団
とこれまで以上に連携し、それぞれの
ネットワークを活用し、いろいろな職種
の企業にセミナーへの参加を促します。

イ
高齢者雇用及び就労支援情
報の発信

産業振興課・高
齢福祉課

高齢者雇用及び就労支援に関する法令や制度、ま
た、国・県の関連施策等について、ハローワーク
や生きがい事業団等関係機関と連携を図りなが
ら、「勤労ひらつか」や本市ホームページ等によ
り情報発信します。

「勤労ひらつか」や本市ホームページ等により高齢
者雇用及び就労支援情報の発信を行います。

「勤労ひらつか」による
周知　年１回以上

「勤労ひらつか」や市ホームページ等を活用し、
事業所及び勤労者へ高齢者雇用及び就労支援情報
を発信しました。
また、40歳以上の求職中の方、定年後も働き続け
たいシニア世代の方などを対象に「中高年のため
の再就職支援セミナー」を神奈川県と共催で実施
しました。

5 特になし。
市ホームページ等を活用し、引き続き高
齢者雇用及び就労支援情報の発信に努め
ます。

ウ 生きがい事業団への支援 高齢福祉課

平塚市生きがい事業団は、高齢者が豊かな知識や
技術を社会に役立て、就業することにより積極的
な社会参加、地域貢献をしていくことを目的とし
て設置運営されています。
請負・委任事業や労働者派遣事業、有料職業紹介
事業などの既存事業を拡充する他、新規事業を展
開するなど多様な就業機会を確保できるよう平塚
市生きがい事業団の事業運営において支援しま
す。

平塚市生きがい事業団では、説明会やセミナーの場
を活用したアンケート調査を行うことでニーズを把
握し、介護人材の派遣など社会のニーズに合わせた
職種の受注拡大に向けて引き続き検討を行います。
また、市は平塚市生きがい事業団に対して必要な助
言や支援を継続して行うことで、会員数の増員及び
多様化する高齢者の就業機会の確保に向けた取組を
支援します。

就業延べ　１４０,００
０人

令和４年度の就業者数は、133,117人となりまし
た。生きがい事業団では、大磯町シルバー人材セ
ンターと協定を締結すること等によって会員の就
業機会の確保を図りました。市では、新規会員の
獲得に向けた相談会や会員の資質向上のための取
り組みなどにおいて必要な支援を行いました。

3

「高年齢者等の雇用の安定等に関する法
律」の改正による雇用年齢の５歳引き上げ
等の社会情勢の変化により、新規会員確保
は苦戦し、会員は高齢化しています。
多様化する高齢者がそれぞれに合った働き
方で活躍できる環境の整備が必要です。

出張所やセミナーの拡充を図りながら、
「平塚市生きがい事業団経営改革に係る
構想」で示された「３つの取組」（社会
ニーズの把握、既存事業及び新規事業の
展開、ニーズ分析に基づくＰＲの強化）
を根底に置き、平塚市生きがい事業団が
積極的に新規事業を開拓していくよう助
言を行い、支援していきます。

2
地域で取り
組む健康
チャレンジ

2

生涯現役社
会における
生きがいづ
くりの推進

1

地域におけ
る高齢者の
生きがい・
健康づくり

2
多様な働き
方への支援

1
健康で生き
がいに満ち
た暮らし

1
健康長寿へ
のチャレン
ジ

3
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ア
高齢者よろず相談センター
の認知度の向上

地域包括ケア推
進課

高齢化に伴う相談件数の増加及び相談内容の多様
化に対応するため、高齢者よろず相談センターの
認知度の向上を図ります。

高齢者よろず相談センターの認知度の向上を図るた
め、高齢者への周知を推進するとともに、民生委員
等、高齢者の困りごとがあった際の相談相手になり
得る者へ周知することも推進し、高齢者が支援を必
要とする際に、自身の地区の高齢者よろず相談セン
ターに滞りなく相談ができるような体制を目指しま
す。

相談件数　２１,５６０
件

相談件数　２８，６３８件 4

地域包括支援センターへの相談件数が顕著
に増加しているため、様々な相談に対応で
きるよう、センターの機能強化も必要で
す。

相談内容の多様化、相談件数の増加に対
応するため、地域包括支援センターの職
員への研修の充実を目指します。

イ
ケアマネジャーとの連携強
化の支援

地域包括ケア推
進課

介護保険サービスと生活支援サービスの切れ目な
い利用支援を行うため、高齢者よろず相談セン
ターとケアマネジャーとの連携強化を支援しま
す。

高齢者の生活環境や健康状態等に応じて必要なサー
ビス利用の支援や情報提供を行うため、要介護者に
とって身近な相談者であるケアマネジャーの資質向
上や連携を図る研修等を開催する高齢者よろず相談
センターに対して支援します。

-
ケアマネジャー支援の実施状況を包括支援セン
ターへのヒアリングで確認しました。

3
主任ケアマネジャー連絡会として研修を
行っているが、地区ごとのケアマネジャー
支援には差が生じている。

引き続きマニュアルやQ&A集等を活用
し、対応方法の統一を図ります。

ウ
高齢者よろず相談センター
向け研修

地域包括ケア推
進課

各高齢者よろず相談センターが、地域の特性を活
かしながらも、相談者に対する支援を均一化でき
るように、相談及び支援をする上で必要な知識を
学ぶ研修会を開催します。

高齢者よろず相談センターの管理者と連携し、高齢
者よろず相談センター職員向けの研修を開催しま
す。

研修会開催回数　２回

市主催で研修会を２回、開催しました。
①包括機能強化研修会（オンライン研修）
②事例検討会（センター管理者と市ケースワー
カー）

3

対面による集合研修の実施は今後もコロナ
禍によるリスクが伴います。また、高齢者
数の増加により各センターの負担が増え、
センター主体による研修準備、実施が困難
になっています。

センター全体に向けた研修は対面ではな
く、今後もオンラインにより実施しま
す。また、センターの各職種、各職階に
向けた研修会を市（委託先）で開催でき
るよう企画調整します。

エ 講座及びサロンの開催支援
地域包括ケア推
進課

各高齢者よろず相談センターの独自の取組である
介護予防や健康講座、高齢者のふれあいの場づく
りや、認知症の方やその家族、地域住民、専門職
など誰もが参加でき、閉じこもりを予防するサロ
ンの開催を支援します。

高齢者よろず相談センターで新規に開催する教室や
講座、サロンの立ち上げ・開催に向けて必要に応じ
た支援を行います。

講座・サロン開催支援回
数　３９回

コロナウイルス感染症に対応し、パルスオキシ
メーターを準備したり、健康相談を行い、開催を
継続した。また、屋外でのサロン開催を行った包
括支援センターもあった。
包括直営のサロンの数：２６か所

2
一昨年よりはコロナウイルス感染症のため
のサロン開催中止は減ったが、まだ開催出
来なかった包括があった。

感染症対策を講じつつ、屋外で開催する
のサロンを継続、閉じこもり防止に努め
ます。

オ
地域包括支援センターの運
営支援

地域包括ケア推
進課

地域包括支援センター運営協議会により、高齢者
よろず相談センターの適切な運営、公正、中立性
の確保や評価に努めます。

適切な会議運営を行い、包括支援センターの運営を
支援します。

開催回数　３回 開催回数　３回 3
地域包括支援センターの運営を支援する基
幹型（機能強化型）センター導入検討への
期待が高まっています。

基幹型（機能強化型）センターの設置検
討を進め、地域包括支援センター運営協
議会へ随時報告し、御意見をいただきま
す。

カ 事業者指導の実施
地域包括ケア推
進課

介護予防支援事業者である市内の高齢者よろず相
談センターに対し、集団指導講習会、実地指導等
を通じて、法令遵守の周知徹底、サービスの質の
向上及び給付の適正化を図ります。

地域包括支援センター運営協議会の意見等を参考
に、施設長会議や管理者連絡会等を通じて、実地指
導を含めた適切な指導を行います。

実地指導箇所　２か所
集団指導講習会１回実施。包括ごてん、富士白苑
へ実地指導実施

3
各地域包括支援センターへ毎年同じような
箇所の指摘をしている。全体への周知が必
要。

毎年の指摘事項については、管理者連絡
会を通じて全地域包括支援センターに周
知をしているが、必要に応じて各職種の
連絡会でも周知をします。

キ
基幹型（機能強化型）セン
ターの設置検討

地域包括ケア推
進課

市内包括支援センターの全体調整や研修等の取り
まとめ、権利擁護業務等を強化し、他のセンター
の後方支援を行うことのできる基幹型センターの
設置を検討します。

他市町村の動向や庁内再編等の支援体制を整理し、
包括支援センターの機能強化を目的とした基幹型セ
ンターの設置に向けた検討、準備を行います。

-
神奈川県主催の地域包括ケアシステム推進のため
の伴走支援事業により、基幹型センターの設置に
ついて具体的な課題を検討しました。

4
これまで収集した情報、検討結果につい
て、まとめが必要。

基幹型センターの設置に向けて検討結果
をまとめます。

ア 地域のネットワークの構築
福祉総務課・高
齢福祉課・地域
包括ケア推進課

それぞれの地域で特性に合った課題について自主
的な取組で解決できる仕組みを、多様な主体が連
携を図りながら構築していきます。

地域の住民が自らの意思で支え合い、助け合う仕組
みづくりに取り組みます。

第２層地域協議体の開催
数　６５回

協議体開催４７回 2
コロナ禍で開催出来なかった地域があっ
た。開催方法の検討が必要。

地域差が大きく、開催が難しい地域があ
るが、引き続き書面会議などの方法を提
案していきます。

イ 地域ケア会議の開催
地域包括ケア推
進課

高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える
社会基盤の整備とを同時に進めていく、地域包括
ケアシステムの実現に向けた１つの手法である地
域ケア会議を開催します。

高齢者個人の課題解決及び、顕在化された地域特有
の課題解決を図るための会議を高齢者よろず相談セ
ンターが開催します。市は、研修等の実施により、
適宜高齢者よろず相談センターを支援することで、
会議の開催を促進します。また、市全体の課題等を
議論する会議を地域包括支援センター運営協議会内
で市が開催します。

小地域ケア会議開催数　
５０回

小地域ケア会議開催４８回 2
コロナ禍で対面での開催が難しい地域が
あった。開催方法の検討が必要。

地域差が大きく、開催が難しい地域があ
るが、引き続き書面会議などの方法を提
案していきます。

ウ 町内福祉村事業 福祉総務課
地域住民と行政の協働により町内福祉村を各地域
に設置し、地域福祉の理念である地域住民が互い
に支え合う仕組みづくりを推進します。

現在18地区に設置されている町内福祉村を市内全域
の25地区に順次設置することを目標に、各種団体と
連携し、町内福祉村の設置及び既存福祉村の運営を
支援します。

ボランティア登録者数　
２０人増

既設18地区の町内福祉村の活動活性化の支援を通
じて、住民主体のふれあい交流活動が行われ、ふ
れあい交流活動の開催回数及び参加者数が令和３
年度を大幅に上回り、地域福祉が推進されまし
た。
・開催回数 7,847回
（令和３年度と比較し、約1,140回増）
・参加者数 75,256人
（令和３年度と比較し、約19,900人増）

2

感染症の影響や高齢化により減少した参加
ボランティアの拡大（維持）について、検
討する必要があります。また、町内福祉村
未設置地区に対して、設置を促進する必要
があります。
ボランティア登録者数－309人

町内福祉村が未設置の地区に対して、説
明会を開催するなど、町内福祉村の意義
を伝えていきます。また、会長会議や部
会、種々のツールを用いて登録ボラン
ティアの拡充を目指します。

ア 在宅医療・介護の連携支援
地域包括ケア推
進課

在宅医療介護連携推進協議会を開催し、医療・介
護関係機関同士の情報共有を図るとともに、医療
と介護の連携に係る課題の抽出及び課題解決に向
けた取組を検討します。協議会での検討結果を生
かし、在宅医療・介護連携推進事業を実施してい
きます。

医療・介護・福祉関係機関への調査等により把握さ
れた課題について、解決に向けて必要な取組を検討
し、市や在宅医療・介護連携支援センターの事業内
容に反映していきます。

開催回数　３回

在宅医療介護連携推進協議会を３回開催しまし
た。医療・介護関係機関同士の情報共有を図ると
ともに、医療と介護の連携に係る課題の抽出や在
宅介護生活サポート、認知症施策等の課題解決に
向けた取組を検討しました。

3

認知症状のある方が病院から在宅へ戻る際
の難しさや成年後見制度の周知など、在宅
生活を支えるための制度活用の周知の難し
さがある。

あんしんファイルの活用や看取りに関す
る説明のチラシ、在宅医療・介護連携支
援センターを活用してもらうための周知
を図ります。

イ
地域における医療と介護の
連携

地域包括ケア推
進課

医療と介護の連携を深めることにより在宅ケアを
推進します。また、要介護（要支援）者の主治医
とケアマネジャーの一層の連携を図る仕組みづく
りを進めます。

「ひらつか地域介護システム会議」の居宅介護支援
連絡会を中心に医療と介護の連携を図る仕組みづく
りを進めるとともに、居宅介護支援事業所への集団
指導講習会において、入院時情報提供書・退院時情
報収集書の周知により、一層の普及に努めることで
在宅ケアを推進します。

-
専門職が互いの役割を再確認し、利用者へより良
い支援を繋げることを目的とした薬剤師とケアマ
ネジャーの情報交換会を実施しました。

3

地域に求められる薬剤師の役割が高まって
きている中で、薬剤師とケアマネジャーと
の関りを深めることが必要になってきてい
る。

引き続き、地域包括ケアシステムを担う
薬剤師とケアマネジャーとの情報交換会
など相互理解を深めていきます。

ウ
医療機関とのネットワーク
づくりの推進

地域包括ケア推
進課

医療、介護、生活支援サービスを切れ目なく提供
し、入院から退院、在宅への生活の移行が円滑に
できるようにするため、市や高齢者よろず相談セ
ンター、ケアマネジャー等と、医療機関とのネッ
トワークづくりの支援や、情報共有を目的とした
ツールの活用及び見直しを行います。

ひらつか安心ファイルやひらつかあんしんカード、
入院時退院時情報提供書を活用して、高齢者の入退
院時に病院、在宅医、ケアマネジャー等の関係機関
や親族等が情報を交換・共有できる体制を築きま
す。また、ＩＣＴツールの導入について研究し、効
果的な情報共有の在り方を関係機関と検討します。

-

令和４年度はひらつか安心ファイルを居宅介護支
援事業所などを通して４２５冊の配布、活用を行
いました。また、退院時のオンラインカンファレ
ンスを実施した医療機関からの報告を受け、在り
方について検討しました。

3

オンラインでは、患者が緊張してしまうこ
とや、急に退院が決まることも多いため、
準備の時間がとれないことが挙げられま
す。また、オンラインだと相手の表情や仕
草が分かりにくいため、相手の様子を確認
しながら行うセンシティブな説明の際には
不向きです。

遠方でもカンファレスに参加できるオン
ラインのメリットもあるため、引き続
き、退院時のオンラインカンファレンス
の在り方について、検討していきます。

高齢者よろ
ず相談セン
ターの機能
強化

2
住み慣れた
地域で安心
のある生活

1
地域ネット
ワークの充
実

1

2
地域資源と
の連携強化

2
医療・介護
連携の推進

1
医療・介護
連携推進の
ための支援

4
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エ
在宅医療・介護連携支援セ
ンターの充実

地域包括ケア推
進課

医療・介護関係者からの相談に適切な対応ができ
るよう、人材確保を行うとともに、医師会、歯科
医師会、薬剤師会など関係機関の協力を得て、運
営を行います。

職員のスキルを高めるために、関係団体の会議や研
修に参加し、知識の習得及び相談体制の充実を図り
ます。

研修開催回数　２回
連携支援センター職員のスキルを高めるために、
７回の研修に参加し、知識の習得及び相談体制の
充実を図りました。

5
近隣の市町村との交流会を定期的に開催す
ることで在宅医療・介護連携推進の横のつ
ながりを構築していく必要があります。

今後も、必要な情報の共有や研修会への
参加を促し、職員の質の確保に取り組み
ます。

オ
地域の医療・介護資源の把
握及び情報提供

地域包括ケア推
進課

医療や介護に係る地域資源の把握及び情報整理を
行い、市民や医療・介護等の関係者が必要に応じ
て活用できるよう情報提供を行います。

日常生活圏域ごとに地域資源の情報を整理します。
ホームページでは地図情報等と合わせて情報提供し
ます。

-

介護タクシー・福祉有償運送情報（ユニバーサル
デザインタクシーの取扱事業所も掲載）や医療対
応が可能な介護サービス一覧を平塚市在宅医療・
介護連携支援センターのホームページに公開しま
した。また、「ひらつかわくわくマップ」によ
り、医療機関や介護事業所などを地図情報と合わ
せて情報提供を行いました。

3

介護タクシー・福祉有償運送情報について
より多くの事業所を掲載し充実を図りたい
が、公開することで問合せが増え、マンパ
ワー不足で対応が困難になり、非公開を希
望する事業所があります。

事業所との関係を損なわない程度に、調
査を依頼する場合に趣旨を明確し、掲載
に協力してもらえるよう働きかける。

カ
医療・介護従事者向け研修
の開催及び開催支援

地域包括ケア推
進課

医療・介護従事者向けに相互理解やスキルアップ
を図るための研修会等を関係機関と開催します。

医療・介護に携わる専門職が相互の専門性や関連制
度を理解し、顔の見える関係づくりができるよう情
報交換会や多職種連携研修を開催します。また、地
域の医療提供体制や在宅医療の現状について理解を
深め、在宅での看取りに必要な知識が得られる機会
を増やします。

研修開催回数　１０回

医療・介護に携わる専門職が相互の専門性や関連
制度を理解し、顔の見える関係づくりができるよ
う情報交換会や多職種連携研修を令和３年度は８
回開催しました。

2

多職種での事例検討など、専門性の相互理
解を図る研修会を開催する必要がありま
す。
また、在宅や施設での看取りについての知
識の習得が必要になっていきます。

関係機関からの要望を踏まえ、効果的な
研修会の開催内容や方法について、検討
していきます。
また、専門職向けに在宅や施設での看取
りについて、研修実施の実施を検討しま
す。

キ 市民への普及啓発の実施
地域包括ケア推
進課

高齢者とその家族に対し、在宅医療や介護・生活
支援サービスの普及啓発を行い、「老い」やその
先にある「終末期」をどのように迎えるか考える
機会を設けます。また、医療や介護サービスの導
入が必要になった場合の選択や対応方法の認知度
を高めます。

市民向け講演会や交流会を開催するとともに、高齢
者よろず相談センター、地域の関係団体等と連携
し、リーフレット等を活用して通いの場（サロン）
等での普及啓発の機会を増やします。

講演会等の開催回数　３
回

ACPをテーマにした講演会等を６回実施しまし
た。また、住民向けの在宅生活における訪問看護
の動画（視聴回数295回）やケアマネジャーの仕
事内容の紹介動画（視聴回数1459回）を配信しま
した。

5

講演会等について、オンラインでの開催を
希望する声がある一方で、Ｗｅｂ申込、
YouTubeでの視聴が環境面・技術面で対応
が難しい方もいらっしゃいます。

動画のアーカイブ配信やオンラインと対
面のハイブリッドで開催するなど、住民
が参加しやすい方法での実施を検討しま
す。

ク 在宅介護生活サポート事業
地域包括ケア推
進課

在宅生活の延伸や在宅における看取りを支えるた
め、市民への情報提供を行うとともに、地域の在
宅医療及び介護関係者の連携を推進するためのサ
ポート事業を検討し、展開します。

住み慣れた地域、住まいで人生の最期を迎えるため
には、医療職・介護職が連携してサポートすること
が重要です。看取り期に焦点をあてた在宅生活にお
ける留意点や必要な支援、対応の仕方などを分かり
やすく紹介するサポートガイド等のツールについて
研究・作成します。

-

市内の医療・介護関係機関へ看取りに関する照会
を行い、平塚市終末期に向けた活動支援事業検討
会や在宅医療介護連携推進協議会で方向性につい
て議論しました。その結果、医療・介護関係機関
で構成したワーキングチームを発足し、第１回検
討会議を開催しました。

3
ツールに掲載する内容や、活用方法、周知
方法について議論する必要がある。

看取りに関する情報収集を行いながら、
ワーキングチームによる検討会議を開催
し、ツールの内容や活用、周知方法につ
いての意見交換を行っていく。

ア
市民への普及啓発・本人発
信の支援

高齢福祉課

市民に対して認知症状やその予防策、発症した際
の対応方法、認知症の方やその家族への対応方法
などの理解を推進します。また、地域をはじめと
したさまざまな機会において、認知症に関する普
及啓発と本人からの情報発信を推進します。

市民向け講演会や認知症カフェ交流会を開催し、本
人からの情報発信を推進するとともに、高齢者よろ
ず相談センターや地域の関係団体等と連携し、リー
フレットやケアパス等を活用して地域における通い
の場（サロン）等での普及啓発と本人の活躍及び情
報発信の機会を増やします。

講演会開催回数　１回
交流会開催回数　１回

本人発信として、若年性認知症の当事者による講
演会を市民公開講座として実施しました。また、
市内で活動する認知症カフェの交流会を開催しま
した。
9月のアルツハイマー月間のイベントでは、パネ
ル展やライトアップを行いました。多世代に普及
啓発を行うため市役所だけでなく図書館、美術館
を会場にしました。

4
講演会に関しては関係職員の参加が多く、
幅広い世代への周知ができていないことが
課題となっています。

ホームページや広報の他、地域団体等の
協力を得て、周知・開催をしていく必要
があります。

イ
認知症サポーター及びチー
ムオレンジメンバーの養成

高齢福祉課

認知症サポーター養成講座及び上級研修である
チームオレンジ研修を開催し、認知症の方とその
家族の応援者である認知症サポーター及び認知症
支援のボランティアとして活動していただくチー
ムオレンジメンバー（上級研修修了者）の養成を
行うことで、認知症への理解の普及を図るととも
に、認知症になっても住み慣れた地域で安心して
暮らせるまちづくりを目指します。

認知症サポーター養成講座を地域住民や教師、児童
や生徒などを対象に公民館や学校等で開催します。
また、企業や電気、ガス、水道事業者や高齢者が利
用する商店などに向けて認知症サポーター養成講座
の開催を推進します。併せて認知症サポーターを対
象にチームオレンジ研修を開催します。

サポーター養成講座開催
回数　４２回
サポーター養成者数　1,
２６０人
チームオレンジ研修開催
数　１３回
チームオレンジメンバー
養成者数　１３０人

企業向けの開催PRの他、地域包括支援センターの
認知症地域支援推進員が小中学校に挨拶に伺い、
開催依頼と講座紹介を行いました。
夏休みを利用して親子向けの講座を実施しまし
た。
認知症サポーター養成講座78回　1781人
チームオレンジ研修14回　養成数81人

3
働く世代や学生に対する認知症サポーター
養成講座開催の機会が少ないことが課題と
なっています。

若い世代を対象とした普及啓発を行える
よう、市と認知症地域支援推進員で協力
します。また、親子向けの講座も継続し
て開催していきます。

ア
脳とからだの体操リーダー
の養成

高齢福祉課
認知症予防策を普及啓発するための講師を養成す
る教室を開催します。

認知症を予防するための脳と身体を使った講座を地
域において普及するためのリーダーを養成する教室
を、健康チャレンジリーダー養成講座や認知症サ
ポーター養成講座修了者を対象に開催します（３日
間で１講座）。また、リーダー同士で活動等の情報
共有ができるよう交流会を開催します。

開催講座数　２講座
修了者数　３０人

地域のサロン等で介護予防等の活動している方や
今後活動する予定の方を対象に、脳とからだの体
操も活動に取り入れていただけるよう、3日間を1
クールとして2クール開催しました。
2クール開催　修了者数21人

3

参加者が各地域での活動に不安を抱えない
ように、小さな疑問や不安を拾い、教室の
内容に盛り込むことで、地域での前向きな
活動につなげる必要があります。

修了者の交流会を継続して実施する。
修了者に活動状況を確認したり、包括に
活動団体について確認していきます。

イ 脳いきいき講座事業 高齢福祉課

認知機能検査の結果、認知機能の低下のおそれが
ある高齢者に対し、認知症予防を目的に身体を動
かしながら脳を刺激するプログラムを実施しま
す。

認知課題（頭を使った課題）と運動課題（身体を
使った課題）を両方同時に行うプログラムに取り組
むことによって加齢とともに低下しやすい記憶、認
知機能等を向上させる効果が望める事業を開催して
いきます。

延べ開催数　２回
延べ参加者　４０人

認知症地域支援推進員が認知機能検査を実施し、
ＭＣＩ相当の結果が出た方を対象に、認知機能を
向上させるために教室を開催しました。
2クール　参加者12人

3
ＭＣＩの相当の方を発掘し、初期の段階で
支援につなげることが重要と考えます。

継続して認知症地域支援推進員が認知機
能検査を実施し、ＭＣＩ相当の方の発掘
を行います。

ア
若年性認知症を含めた相談
支援

高齢福祉課

認知症を予防するために、また、認知症になって
も安心して暮らせるように、認知症地域支援推進
員が常駐する高齢者よろず相談センターが若年性
認知症を含めた認知症相談窓口として対応しま
す。

高齢者よろず相談センターが認知症の相談窓口とし
て対応するとともに、認知症地域支援推進員が地域
の実情に応じて認知症支援向上を推進します。

認知症に関する相談件数　
３,２００件

当課及び高齢者よろず相談センターが認知症の相
談窓口として対応しました。また、認知症地域支
援推進員が認知機能検査を実施しました。
相談件数5244件

4

13か所の高齢者よろず相談センターに、認
知症地域支援推進員を配置し、相談支援を
行っているが、認知症の恐れがある方や認
知機能が低下してしまっている方を、早期
に把握することに苦慮しています。

認知症地域支援推進員の周知を広報や開
催している各教室、地域行事等で継続し
て実施していく必要があります。また地
域で認知機能検査を通年で実施し、認知
機能低下が低下した方の早期把握及び支
援につなげていきます。

イ 認知症初期集中支援事業 高齢福祉課

医師や看護師等を含めた認知症初期集中支援チー
ムを設置し、認知症地域支援推進員と連携して認
知症の方や家族に関わりを持ち、アセスメントや
家族支援等により認知症状に対して早期発見、早
期対応を図ります。

認知症専門医の指揮の下、複数の医療と介護の専門
職で構成するチーム員と認知症地域支援推進員とが
連携して認知症の方、又は認知症が疑われる方やそ
の家族を訪問し、観察評価を行った上で、早期に認
知症の鑑別診断や家族支援などの初期の支援を包括
的・集中的に行います。また、地域の医療機関等と
も連携し、認知症の適切な治療につなげ自立生活を
サポートする体制を確立します。

-
チーム員、地域包括支援センター及び市と協力
し、認知症の方及び家族の発掘・支援に取り組み
ました。

3

事業の周知活動や対象者の発掘、対象者へ
の早期の支援にはチーム員と推進員のより
一層の連携が必要です。また対象者のみな
らず、ご家族支援が課題となっています。

認知初期支援チーム、認知症地域支援推
進員及び市との協力体制を強化して事業
内容を充実させていきます。

ウ 認知機能検査の実施 高齢福祉課
認知機能検査プログラムを実施し、早期に認知機
能低下に気付き、予防に繋げます。

高齢者よろず相談センターにて、相談者（プログラ
ム実施希望者）に認知機能検査を実施し、相談者本
人が早期に認知機能の低下に気付き、予防活動や適
切な医療機関への受診に繋げます。

延べ参加人数　７８０人
認知症地域支援推進員が、相談や高齢者が集まる
地域に出向き認知機能検査を実施した。参加人数
847人

4
初期の段階から支援ができるよう、事業の
周知活動や対象者の把握が必要です。

継続して認知症地域支援推進員が認知機
能検査を実施し、支援につなげていきま
す。

2
住み慣れた
地域で安心
のある生活

3
認知症支援
策の推進

1

2
医療・介護
連携の推進

1
医療・介護
連携推進の
ための支援

認知症理解
のための普
及・啓発

2
認知症予防
施策の充実

3

認知症に対
する早期対
応体制の整
備

5
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イ チームオレンジの体制整備 高齢福祉課

認知症高齢者等を地域で支えるための仕組みとし
て、チームオレンジの体制づくりを推進します。
メンバーの誰もが楽しみながら役割を果たし、引
きこもりがちな生活になることを未然に防ぐ取り
組みとなるように工夫します。

認知症サポーター上級研修修了者（チームオレンジ
メンバー）の各圏域チームによる、認知症の人や家
族に対する（外出支援、見守り・声かけ、話し相
手、認知症の人の居宅へ出向く等の）生活面の支援
を行います。認知症の人もメンバーとしてチームに
参加してもらえるよう体制づくりをすすめていきま
す。

支援の活動圏域数　１３
か所

地域包括支援センターごとに、認知症サポーター
養成講座修了者に対して1～2日間のフォローアッ
プ研修を開催した。

3

認知症サポーター養成講座修了者の、地域
での活動（見守り・ボランティア）へのつ
ながりについて地域差があることが課題と
なっています。

認知症カフェ等、地域の実情に合わせた
活動につながるよう地域包括支援セン
ターごとの開催を継続していきます。

ウ
企業との協定に基づく地域
見守り活動の促進

高齢福祉課

見守り活動の一つとして、高齢者や障がいのある
方、子どもたち等を地域でさりげなく見守り、何
らかの異変の「気づき」を市へ通報し、地域を見
守る協定を市内事業者と締結し、市民が住み慣れ
た地域で安全に、安心していきいきと暮らし続け
ることのできる街づくりを推進します。

地域での「気づき」による見守り活動を継続すると
ともに、より多くの事業者が地域見守り活動に参加
しやすくなるような仕組みづくりを検討します。

協定締結数　１４か所

令和３年度までに１３件１４事業者の協定締結を
し、令和４年度は新たに３事業所と協定を締結し
ました。また、締結先事業所から６件の通報があ
り、いずれも早期の安否確認につながりました。

4

締結先から通報件数が少ないことから、今
までと同じ方法で締結先の事業所を増やし
ていくか、よりよい方法があるか検討する
必要があります。

他市の取組状況を研究することに加え、
協定締結先と情報共有を行い、現状把握
に努めます。

エ
認知症等行方不明ＳＯＳ
ネットワークシステム

高齢福祉課

認知症等により一人歩きのおそれがある高齢者に
ついて事前に必要事項を登録し、行方がわからな
くなってしまった場合に、市が警察署や高齢者よ
ろず相談センター、タクシー会社、郵便局等の協
力機関に情報提供を呼びかけ、いち早く保護する
ことに努めます。

登録者の増加に努めるとともに、登録情報や捜索情
報の提供先及び利用の仕方を検討し、見守りの充実
に繋げます。

登録者数　２７５人

認知症等によりひとり歩き（徘徊行動）をする又
は、その可能性がある高齢者について、申請に
よって認知症等行方不明ＳＯＳネットワークシス
テムへの登録を行い、行方不明時に捜索依頼を行
いました。令和４年度末登録者数227人。

2
行方不明な方をより早い発見へとつなげる
ためには、ＧＰＳを利用した捜索が必要で
す。

見守りが必要な方の状況を踏まえながら
ＧＰＳの貸し出しサービスを含めた制度
の周知を行っていきます。

オ
認知症等行方不明ＳＯＳ見
守りＧＰＳ貸与事業

高齢福祉課

認知症等行方不明ＳＯＳネットワークシステムに
登録している高齢者のうち、希望者にＧＰＳ機能
付き機器を貸与し、事業者に行方不明時の位置探
索を依頼することで早期発見を促します。

より使いやすいＩＣＴ機器の導入を検討するととも
に、事業のＰＲに努め、利用者の増加を目指しま
す。

利用者数　４０人
新機種（日常生活賠償補償付帯機器）の導入に伴
い、新規契約を停止しています。
令和４年度末時点での契約者数８人

3
旧機種と比較して、小型軽量機器となり、
携帯時の負担の軽減につなげました。

新機種利用者増に向けて、ＰＲ強化を図
ります。

カ
認知症個人賠償責任補償制
度

高齢福祉課

認知症等行方不明ＳＯＳ見守りＧＰＳを利用して
いる高齢者を被保険者として、本人が外出時など
に他人の財物を壊したり、他人にケガをさせたり
したことで法律上の賠償責任を負った場合に保険
金が支払われる制度を導入します。

認知症等行方不明ＳＯＳ見守りＧＰＳを利用してい
る方に認知症個人賠償責任補償制度が付帯される仕
組みの導入を目指します。

契約者数　３０人

令和３年度から認知症個人賠償責任補償制度が付
帯される仕組み（保険付ＧＰＳ機器）の導入を行
い、令和４年度中には１６件の新規契約がありま
した。

4

賠償補償付き機器を使用することによっ
て、利用者家族や関係者の心理的負担の軽
減につながり、有事には経済的負担を支援
することができます。

新機種利用者増に向けて、ＰＲ強化を図
ります。

キ 認知症カフェの設置と支援 高齢福祉課
認知症の方やその家族が地域の方や専門家と相互
に情報交換し、お互いを理解しあう場として、安
心して集える居場所を提供します。

圏域に地域の実情に合わせて認知症カフェの設置を
目指します。また、広報活動を行うことや認知症カ
フェ運営団体同士で活動等の情報共有ができるよう
交流会を開催します。

新設カフェ　１か所
交流会開催数　１回

認知症カフェ登録数13件。全ての包括エリアで登
録までには至っていないが、前年度より登録件数
は5件増加し、市内全域で認知症カフェを開催し
ている。登録している認知症カフェはホームペー
ジ等で周知するとともに、登録カフェ団体の交流
会を開催した。

3
認知症カフェを定期開催しているが、市の
認知症カフェ登録には至っていない包括が
あります。

認知症地域支援推進員に状況確認と、市
の認知症カフェ登録についての意向を確
認して、登録数増加に繋げていきます。

ア
お話し見守り歩数計（ひら
つかミルック）事業

高齢福祉課

おおむね65歳以上の単身世帯、高齢者のみ世帯及
び日中独居高齢者世帯に属する方に多機能の機器
を貸与し、事業者や家族による毎日の見守りと、
歩数計機能を利用した健康増進に取り組みます。

利用者の歩数データを管理し、健康増進につなげま
す。また、機器を通じた毎日の見守りにより、見守
る側の安心も確保します。

設置数　３８０件

事業対象者に対し多機能の機器を貸与し、事業者
や家族による毎日の見守り及び歩数計機能を利用
した健康増進を図りました。
令和４年度延設置数は２６６件ですが、利用者の
安否確認を遅滞なく行うことが出来ました。

3

原則市内に居住している「見守り協力員」
を２～３名登録することが必要だが、市内
に親族等がいないなどの理由により、その
確保が難しいことが問題として挙げられま
す。
また、今後も新機種開発による現行機の販
売終了の可能性や、新たなサービス導入検
討などが課題となります。

他の業者が扱う機器に移行することも視
野に入れつつ、新機種及び新サービスの
研究を続けます。なお、仮に他の業者が
扱う機器に移行する場合は、現行機器利
用者が不利益を被ることが無いよう、手
続に係る委託費用等、必要な予算確保を
行いたいと考えます。

イ
在宅時緊急通報システム事
業

高齢福祉課

緊急対応が必要な発作を頻発する可能性があり、
日常見守りを必要とする、ひとり暮らし高齢者又
は高齢者のみの世帯に対し、見守りセンサーの機
能を持った緊急通報システム用機器を貸与し、委
託先の受信センターが24時間対応できる緊急通報
体制を確立して、日常生活の安全を確保します。

ひとり暮らし高齢者等の見守り体制を強化し、孤独
死の防止を図ります。

設置者数　１４０人

見守りセンサー機能を持った機器を貸与し、緊急
対応が必要な発作を頻発する可能性のあるひとり
暮らし高齢者等の見守り体制を強化し、孤独死の
防止を図りました。
令和４年度延設置数は８１件ですが、利用者の安
否確認を遅滞なく行うことが出来ました。

3 利用者が年々減少しています。
利用者減少の要因を探るとともに、事業
を広く周知していきます。

カ 軽作業代行事業 高齢福祉課

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯に対し、
日常生活における軽度な作業等（非日常的な掃
除、草むしり・枝払い）の援助を行うことにより
在宅生活の継続を支援します。

サービスを提供しつつ、高齢者のニーズや地域資源
の状況等を考慮し、介護保険適用外のサービスとし
て軽作業を代行し、高齢者の快適な在宅生活の継続
を支援します。

利用者数　１０５人
延べ利用時間　６３０時
間

独居高齢者等を対象に、日常生活における軽度な
作業（非日常的な掃除、草むしり・枝払い）につ
いて援助し、在宅生活の支援を行いました。
令和４年度延利用者数は６６人、延べ利用時間数
は２６４時間となり、コロナ禍による利用控えが
考えられます。しかしながら、リピーターも多い
事業であるため、当初の目的は達成できていると
考えます。

3
引き続き、サービス単価の値上げに伴う、
利用者及び市の負担額のあり方について検
討をしていく必要があります。

他の生活支援サービスや他市町村の高齢
者向け支援サービス等を研究し、検討を
します。

キ 通院介助事業 高齢福祉課

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯で医療機
関への通院に介助が必要な高齢者に対して、高齢
者の通院の機会を確保し、在宅生活の継続を支援
します。

サービスを提供しつつ、高齢者のニーズや地域資源
の状況等を考慮し、介護保険適用外のサービスとし
て通院介助を実施し、高齢者の快適な在宅生活の継
続を支援します。

利用者人数　１３人
延べ利用時間　１３０時
間

医療機関への通院に介助が必要な高齢者に対し
て、通院の機会を確保し、在宅生活の維持向上を
図りました。
４年度延利用者数は３９人、延べ利用時間数は７
８時間です。

3

本事業は、介護保険（身体介護、生活介
護）に含まれない事例を対象としてきまし
たが、利用登録者が少ないため、今後も事
業内容の検討が必要です。

他市の事例等を研究し、新総合事業との
整合について、事業内容を介護保険課・
地域包括ケア推進課と協議をしながら検
討します。また、今後も新総合事業にお
ける厚労省の動向等注視していきます。

ク
高齢者・障がい者のごみの
戸別収集事業

収集業務課
高齢者や障がい者で、ごみを集積所に運ぶことが
できない世帯を対象に、週1回戸別に可燃ごみ、
不燃ごみ、資源再生物の収集を行います。

ごみを戸別に収集するとともに安否確認を実施しま
す。

利用者　１００人
福祉部局と連携を図り、収集開始や緊急連絡の迅
速な対応に努めました。利用者155人

4
収集に伺った際、ごみの搬出がなく、声掛
けにも応答がないため、即時に安否確認が
できないケースがありました。

不在にする場合や利用状況に変更がある
場合には速やかに連絡してもらうよう、
地域包括支援センターや福祉部局（高齢
福祉課、障がい福祉課）との情報共有に
努めます。

ケ 福祉有償運送事業 福祉総務課

介護を必要とする高齢者や障がい者など公共交通
機関を使用して移動することが困難な方に対し
て、通院・通所・レジャーなどを含む外出を支援
するため、福祉有償運送の充実を図ります。

利用者向けの積極的な制度周知に努めます。また、
事業所のドライバー確保の一助になるよう、当市が
開催する安全運転講習会の積極的な活用を呼びかけ
ます。

-

利用者向けにホームページや窓口での周知に努め
ました。また、令和４年度末において、事業を実
施している７事業者に対して、事業運営に関する
助言や情報提供、県の研修会の案内などの支援を
実施しました。

4

利用者向けの制度周知について、工夫する
必要があります。また、福祉有償運送はタ
クシーの概ね半額で運送を行っており、施
設送迎や定期通院などのニーズが高く、事
業の安定実施に向けて支援が必要です。

より多くの利用につなげていくため、福
祉分野以外の市ホームページでの周知を
検討します。また、事業の安定実施に向
けて引き続き既存の支援を継続するとと
もに、新たな支援を検討します。

2
住み慣れた
地域で安心
のある生活

3
認知症支援
策の推進

認知症高齢
者の見守り
支援

4
高齢者生活
支援体制の
構築

1
生活の安
心・安全確
保

4

6



高齢者福祉計画（介護保険事業計画第8期）進捗管理

コ
住民主体地域内移送推進事
業

福祉総務課

地域住民が主体的に実施する、高齢者や障がい者
など自力移動困難者等を対象とした地域内におけ
る移送を推進することで、自力移動困難者の外出
機会、社会参加機会の拡大を図り、地域福祉の増
進と高齢者の介護予防を図ります。

住民が主体となって地域内での移送支援を検討する
際、各種情報提供や国、県との調整などについて後
方支援を行います。

地域内移送支援地区数　
延べ３か所

２地区で事業実施継続中のほか、１地区で本格運
行に向けた調整を行っています。また、令和４年
度には実施団体との意見交換会を行うことで、情
報提供等の支援を行いました。

2

地域での運転ボランティアの確保が進まな
い中、コロナ禍の社会状況もあり、発展的
な活動ができない状況にあります。また使
用する車両の保険等を含めた、さらなる安
全運航の環境整備が必要です。

事業の安全確保について充実していくと
ともに、事業を実施していない地域にお
いても事業説明を進め、市内の事業拡充
を目指します。

サ ノンステップバス推進事業 交通政策課
高齢者や障がい者等のバスを利用した移動の利便
性や安全性の向上を図るため、ノンステップバス
の導入を推進します。

バス事業者によるノンステップバスの導入を支援し
ます。

-

事業者がノンステップバスを導入する際に、導入
経費の一部を国と協調して補助を行う制度を設
け、ノンステップバスの導入促進を図りました
が、本制度を活用した導入は見送られました。
なお、電気バス導入支援補助金を活用したノンス
テップ型電気バスが２台導入されました。

5

バリアフリー法の改正に伴い、ノンステッ
プバス導入目標（令和７年度までに約80％
とする）が示された。目標を達成するため
には、厳しい財政状況の中でバス事業者を
支援する予算を確保する必要があります。

バス事業者に対し本市の補助がない場合
のノンステップバスの導入も視野に事業
の理解を求めるとともに、県への補助制
度創設の要望や近隣市への導入促進の働
きかけを行っていきます。

シ
ユニバーサルデザインタク
シー推進事業

交通政策課
高齢者や障がい者等のタクシーを利用した移動の
利便性や安全性の向上を図るため、ユニバーサル
デザインタクシーの導入を推進します。

タクシー事業者によるユニバーサルデザインタク
シーの導入を支援します。

-

事業者がユニバーサルデザイン（UD）タクシーを
導入する際に、導入経費の一部を国と協調して補
助を行う制度を設け、UDタクシーの導入促進を図
りましたが、新型コロナウイルス感染症の影響に
より、経営状況が悪化したため、本制度を活用し
た導入は見送られました。
なお、本制度を活用しない形で、事業者の企業努
力により計２台導入されました。

1

バリアフリー法の改正に伴い、UDタクシー
導入目標（令和７年度までに県内で約25％
とする）が示された。目標を達成するため
には、厳しい財政状況の中でタクシー事業
者を支援する予算を確保する必要がありま
す。

タクシー事業者に対し本市の補助がない
場合のUDタクシーの導入も視野に事業の
理解を求めていきます。

ス
高齢者サービス情報提供の
充実

高齢福祉課

現在広報ひらつか、ホームページ、ガイドブック
等を通じて高齢者サービス情報の周知を行ってい
ますが、適宜新しい手段を用いて、効果的な広報
を行っていきます。また、高齢者よろず相談セン
ターや各種窓口で必要な情報に触れられるよう
に、市民にアプローチできる場所に働きかけてい
きます。

現在の広報手段について、必要な情報を必要として
いる市民に、より効果的に届けられるよう検討しま
す。また、新しい手法についても研究していきま
す。

「ガイドブック」の発行　
１回

令和４年度版「高齢者のためのガイドブック」を
発行し、高齢者や介護者向けサービス情報の周知
を行いました。また、新しい手法については、高
齢者向けスマートスピーカーなど、広報や市の
ウェブサイトに限らないPR方法の可能性について
研究を進めていきます。

3
ホームページについて、情報検索しやすい
ページの作成を研究する必要があります。

他市町村のホームページ等と比較し、引
き続き研究します。

ア ふとん乾燥・丸洗い事業 高齢福祉課

在宅で生活し、寝具で過ごす時間が長く寝具の衛
生を保つのが困難な高齢者に対し、年10回の布団
の乾燥と年２回の丸洗いのサービスを行い、健康
で衛生的な生活を支援します。

高齢者のニーズの把握に努めつつ、より一層周知に
努め、ねたきりの高齢者等の快適な在宅生活の継続
を支援します。

利用者数　２５人
延べ実施枚数　２２０枚

在宅で生活し、寝具で過ごす時間が長く寝具の衛
生を保つのが困難な高齢者に対し、布団乾燥（年
１０回）と丸洗い（年２回）のサービスを行いま
した。

3

利用者登録者は年々増加しており、令和４
年度末登録者数は２０人となっている。高
齢者の在宅生活延伸のためには、事業を継
続していく必要があります。

委託可能な事業者が少ないため、事業継
続に向け、受託事業者の意見等も聴取し
ながら、事業の方向性を検討していきま
す。

イ
ねたきり高齢者等訪問理
容・美容サービス

高齢福祉課
在宅のねたきり高齢者等で、理髪店や美容院に行
くことが困難な方に対し、訪問理容サービス及び
訪問美容サービスの費用の一部を助成します。

高齢者のニーズの把握に努めつつ、ねたきりの高齢
者等の快適な在宅生活の継続を支援します。

交付者数　９５人
延べ利用回数　２１０回

１２１人から利用申請があり、適切に助成券の交
付事務を行いました。交付した助成金５４２枚の
内、助成券の利用回数は２７２回となりました。

4

業務委託契約締結先（３組合）から委託料
見直しの要望はなく、他事業者からの参入
要希望もなく、現状、大きな問題点等はあ
りません。

在宅ねたきり高齢者にとって必要な事業
であり、ニーズもあるため、利用者と事
業者双方の声に引き続き耳を傾け、改善
すべき点が見つかれば、対応していきま
す。

ウ 家族介護用品支給事業 高齢福祉課

要介護認定で要介護５と認定された高齢者を在宅
で介護している家族（市民税非課税世帯）に対し
て、紙おむつ、尿とりパッド、使い捨て手袋等を
支給し、家族の経済的負担の軽減を図ります。

利用者の利便性を向上するために、事業内容の見直
しを行います。また、全国的に継続要否が検討され
ている事業であるため、基準の改正及び体系の変更
等、事業のあり方について適宜検討します。

-
対象者に対し紙おむつ、尿とりパッド、使い捨て
手袋等を支給し、家族の経済的負担の軽減を図り
ました。

3
家族介護用品の支給ついて、国が任意事業
（地域支援事業交付金）の対象から外すこ
とを計画しています。

国が任意事業（地域支援事業交付金）の
対象から外すことを引き続き検討してい
るため、今後、事業の廃止又は一般会計
への移行等について検討をしていきま
す。

エ 家族介護教室 高齢福祉課
高齢者を介護する家族等を対象に、介護に関する
適切な知識及び技術を習得でき、介護負担の軽減
につながる教室を開催します。

介護に関する適切な技術を習得するとともに、介護
者同士の交流・情報交換ができ心身ともにリフレッ
シュすることができる教室の開催を目指します。

-

高齢者を介護する家族等を対象に、介護に関する
適切な知識及び技術を習得でき、介護負担の軽減
につながる教室を開催しました。
令和４年度は６回開催しました。

3
教室に参加した介護者からは好評である
が、利用者数の伸び悩みが課題となってい
ます。

事業対象者への周知方法を引き続き検討
していきます。

オ
家族介護者支援短期入所事
業

高齢福祉課

要介護・要支援状態の高齢者を介護している家族
が、病気、出産、事故、災害等で介護ができなく
なり、介護保険の給付の上限を超えて短期入所を
利用せざるを得ないことがあります。その際、家
族及び本人による全額実費負担が困難な場合に、
介護保険の短期入所の日数を含めて60日を限度
に、介護保険を利用した時と同じ程度の負担額で
短期入所できるよう支援します。

引き続き事業を実施し、家族の急病や事故、災害等
により在宅での介護が困難になった際の短期入所に
かかる経済的な負担を軽減します。

利用者数　１０人
延べ利用日数　８０日

長期入所にかかる経済的な負担を軽減するための
相談ニーズはありますが、介護者の負担軽減にお
いて、対象者が全て「やむを得ない事由による措
置」の対象者であったため、令和4年度の本事業
の実績はありませんでした。

3

介護家族の高齢化で、突然の病気や事故で
の治療は短期では終わらず、ほぼ長期化し
て介護ができなくなることから、家族の経
済的な負担が増大しています。このことに
より、負担の軽減では対応しきれない場合
が多く見られ、本事業の利用につながって
いません。

核家族化や老老介護が増える中で「やむ
を得ない事由による措置」での対応が必
要になる相談が主で、本事業の利用で済
む方は年々減少してきました。事業の継
続及び内容について検討をしていく必要
があります。

1

良質な高齢
者向け住ま
いの供給促
進

ア 多様な住まい供給促進事業 高齢福祉課

高齢者が安心して快適な生活を送ることができる
ように、高齢者等の生活特性に配慮した特別養護
老人ホーム、有料老人ホーム、認知症対応型グ
ループホーム、サービス付き高齢者向け住宅、軽
費老人ホームなど多様な施設や住まいが整備され
ています。
高齢者の居住希望などのニーズを踏まえ、事業者
による多様な住まいの整備が計画的に進むよう努
めます。

医療・介護・住宅が連携した安心できる施設や住ま
いの整備を図るため、これらの連携を重視した特別
養護老人ホーム、有料老人ホーム、認知症対応型グ
ループホーム、サービス付き高齢者向け住宅等の整
備を支援します。

-

第７期計画における特別養護老人ホーム新設
（100床）の整備が完了。また、第８期計画にお
ける特別養護老人ホームの増設（３３床）に向け
て、整備事業者と調整を行いました。

3

高齢者向けの福祉施設が少ない市内南部地
域に施設が整備されることは市全体の福祉
施策を考える上でプラスとなるが、市内の
待機者数の解消にはまだ至っていません。

市外からも入所が可能な広域型の入所施
設だけではなく地域密着型の入所施設の
整備も進めていくことが必要です。ま
た、ショートステイから本入所への転換
も検討が必要です。

ア
高齢者の住まいについての
相談体制づくり

高齢福祉課

公営住宅、有料老人ホーム、サービス付き高齢者
向け住宅等、様々な高齢者のニーズに応じた住ま
いの情報を市や高齢者よろず相談センターにおい
て提供できる体制を整備するとともに、住まい探
しの相談会を実施します。

神奈川県高齢者居住安定確保計画に基づき、高齢者
の住替えニーズや住宅改修の要望について、一次的
な相談を行える体制づくりに努めます。

相談会開催数　４回
相談者数　２０人

神奈川県高齢者居住安定確保計画に基づき、高齢
者の住替えニーズや住宅改修の要望について、一
次的な相談を行える体制づくりのために、高齢者
住まい探し相談会を4回開催し17人の方の相談に
乗りました。

2

相談者数はR3年度から増加しております。
高齢者世帯の増加傾向とともに住宅ニーズ
も増加し、多様化していると考えられま
す。また、相談にはつながっていない潜在
的なニーズを相談につなげられるように、
本事業の普及啓発をしていく必要がありま
す。

「広報ひらつか」以外での広報活動も検
討していきます。

イ
高齢者賃貸住宅円滑入居事
業

高齢福祉課

高齢者が住宅の賃貸契約を結ぶ際にネックとなる
連帯保証人、身元引受人、死亡に至った際の対応
などの問題を解消するための体制づくりに努めま
す。

神奈川県居住支援協議会等の関係団体と連携し、少
額の本人負担で連帯保証人や死亡時の諸手続き代行
を行える体制づくりや、高齢者よろず相談センター
等と連携し、連帯保証人を必要としない賃貸住宅の
情報提供に努めます。

-

神奈川県居住支援協議会等の関係団体と連携し、
少額の本人負担で連帯保証人や死亡時の諸手続き
代行を行える体制づくりや、高齢者よろず相談セ
ンター等と連携し、連帯保証人を必要としない賃
貸住宅の情報提供に努めました。

3

神奈川県居住支援協議会の役割や情報につ
いて、職員の入れ替わり等もあり認識して
いる地域包括支援センターとそうではない
地域包括支援センターがあり、高齢者への
情報提供に差ができてしまっています。

市からの情報共有を積極的に行うととも
に、地域包括支援センターから高齢者の
方へ適切な情報提供が行えるよう、各セ
ンターでの情報提供体制を確認します。

2
住み慣れた
地域で安心
のある生活

4
高齢者生活
支援体制の
構築

1
生活の安
心・安全確
保

2
要介護者及
び家族介護
者への支援

高齢者が円
滑に入居で
きる体制づ
くり

5
高齢者居住
安定確保の
推進

2
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ウ
シルバーハウジング生活援
助員事業

高齢福祉課

県営の高齢者世話付き住宅（シルバーハウジン
グ）に居住する高齢者の生活面・健康面での不安
に対応するため、生活援助員（ライフサポートア
ドバイザー）が安否確認や生活相談等に応じま
す。

サービス付き高齢者向け住宅等を充実させる中で、
公営の高齢者世話付き住宅の意義について検証しま
す。

- 令和３年度で事業廃止 令和３年度で事業廃止 令和３年度で事業廃止

エ
市営住宅への高齢者居住支
援

建築住宅課
高齢者が市営住宅に入居しやすく、また市営住宅
で生活が続けられるように支援を行います。

高齢者が円滑に入居できるよう、市営住宅の入居者
募集時に高齢者等への優遇措置を引き続き実施する
とともに、住戸内の手摺りやトイレ温水洗浄便座用
の電源装置の拡充など、高齢者が安全で快適に生活
できるように住環境の整備に努めます。

高齢者等への優遇枠の設
置
募集戸数の１割程度

市営住宅への入居抽選の際、高齢者等が当選しや
すくなるよう抽選回数を増やして入居募集を行っ
た。又、住戸内改善として、便所の手摺や洋間改
修を行った。

3 なし

・高齢者等が当選しやすくなるよう抽選
回数を増やした住宅は2戸　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　・住戸内改善
は、便所の手摺（19戸）、洋間改修（20

オ 養護老人ホームへの入所 高齢福祉課

居宅において生活することが困難な日常生活能力
のある高齢者が、経済上及び環境上の理由で他の
施設を利用できない場合に、市の措置で入所する
ことができる施設です。自立のために必要な指導
及び訓練等の援助を行うことにより、入所者の能
力に応じた自立した生活の継続を支援します。

福祉や医療等の専門家で構成される養護老人ホーム
入所判定委員会で入所の適否を判断し、入所が適当
と判断された者について市が措置を実施します。

被措置者数　７０人

令和４年度末時点で70名の入所措置者がいます。
新規入所措置者については、措置の必要性を適切
に判断することに努めました。また、既に入所措
置している者においては、措置の継続が妥当かど
うかの検討及び入所者の能力に応じた生活支援を
継続しました。

2

緊急で入所措置が必要で、入所判定委員会
の判断を待たずに入所措置を行うケースが
増えてきています。緊急時における入所判
定委員会の在り方や、措置判断の適正化に
ついて検討が必要です。

入所希望者の措置の必要性及び緊急性を
適切に判断していきます。また、被措置
者においては、措置の継続が妥当かどう
かの検討を行っていきます。虐待等で緊
急に措置が必要な高齢者には、判定委員
会を待たずに適切な措置を実施します。

ア ひとり暮らし調査の実施 高齢福祉課
一定年齢以上のひとり暮らし高齢者を把握するた
め、地域の民生委員児童委員に依頼し、訪問調査
を実施します。

住民基本台帳から一人世帯の高齢者を抽出し、民生
委員児童委員が訪問によりひとり暮らし高齢者に該
当するかについて全戸調査を行い、生活上の不安を
抱える高齢者には、高齢者よろず相談センターが訪
問し、見守り体制の強化に努めます。

調査把握数　７,６３３
世帯

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を考慮し、
調査期間を令和４年度からの２か年へと変更し
15,210世帯を対象として調査を行いました。

3

対象者数が年々増加していることから、引
き続き、対象年齢や実施方法を検討してい
く必要があります。また、当調査の趣旨等
が対象者に理解されてないことがあり、周
知方法を検討していく必要があります。

今後も安定的に調査を実施できるよう民
生委員児童委員協議会や地域包括支援セ
ンターの意見を聞きながら、現状を踏ま
えて調査方法の見直しを検討していきま
す。

カ 新たな見守り体制の構築 高齢福祉課
これまでの見守りに加え、対面によらないコミュ
ニティ等を活用した見守り体制の構築を進めま
す。

ＳＮＳ等対面によらないコミュニティへの関わりを
積極的に推奨し、これらを活用した見守り体制を検
討します。

-

これまでの見守りに加え、対面によらないコミュ
ニティ等を活用した見守り体制を検討しました。
また、課題となる高齢者のデジタルデバイド問題
の解決策の一つとして、スマートフォンの使い方
を学ぶ「らくらくスマホ体験会」を生きがい事業
団の協力の下、実施しました。

2

対面によらないコミュニティ等を活用した
具体的な見守り体制の構築までには、至ら
なかったが、ＳＮＳ等の活用において、高
齢者がデジタルデバイドの問題を生じるこ
とがあり、ＳＮＳ等を活用した対面によら
ないコミュニティへの関わりが出来にくい
状況にあります。

対面によらないコミュニティ等を活用し
た見守り体制を引き続き検討し、高齢者
がＳＮＳ等の活用を効果的に行えるよ
う、デジタルデバイド解消の取組を併せ
て実施していきます。

キ
高齢者の消費者被害の未然
防止

市民情報・相談
課

消費者被害の未然防止や救済に向け、高齢者本人
に加え、見守る人に対しても、さらなる注意喚起
などの取組を進めます。

高齢者本人及びその親族、また民生委員、地域包括
支援センターなどの高齢者を見守る人に対し、啓発
チラシや出前講座などにより、消費者トラブルにつ
いて注意喚起を行います。

啓発チラシの発行　年２
回以上

シニア学級等へ出向き、出前講座を13回実施し、
消費生活センターでの消費生活相談で、878件の
助言、あっせんを行いました。
また、屋根修繕等の点検商法注意などの情報提供
チラシを３回発行し、HPへの掲載、シニア向けス
マートフォン教室及びイベントで配布のほか民生
委員、地域包括支援センター等見守る人に情報提
供しました。加えてツイッターで、103件の注意
喚起の投稿をし、高齢者が多く利用する郵便局の
現金封筒に啓発広告も引き続き掲出しました。

5

高齢者への啓発はまだまだ紙媒体が主流で
あるが、デジタル化推進による紙媒体の削
減やコロナ禍の影響で機会が少なくなり、
制約があった。また、見守る機関等への情
報提供は比較的しやすいが、親族等の見守
る側の世代への情報提供の機会が少ない。

高齢者の子ども世代、孫世代が利用する
場所や公共交通機関等への広告掲載や、
SNSを通じて見守りを呼びかけます。コ
ロナ禍も落ち着いてきたので高齢者向け
には出前講座を積極的に実施するととも
に、講座やイベントで市が発信するSNS
の利用も呼びかけます。

ア
権利擁護のための相談支援
及び普及啓発

高齢福祉課

認知症などにより判断力が低下したため、権利侵
害を受けている又はその可能性のある高齢者に対
し、住み慣れた地域で本人らしい生活ができるよ
う、制度の周知を図り、高齢者よろず相談セン
ターや成年後見利用支援センターが支援を行いま
す。

高齢者よろず相談センター等による相談業務で、権
利擁護の視点に立った支援を行います。成年後見制
度や平塚市社会福祉協議会が行う日常生活自立支援
事業の利用を促し、公的支援である介護保険サービ
スや生活支援サービスのほか、インフォーマルサー
ビスを活用するなど、地域と協力して日常生活を支
援していきます。また、制度周知のため出張講座や
講演会等を開催し、普及啓発を行います。

権利擁護講演会　年２回
実施
相談件数　２１,５６０
件

地域包括支援センター等による相談業務で、権利
擁護の視点に立った支援を行い28,638件の相談に
乗りました。また、制度周知のため出張講座を行
うとともに、権利擁護講演会を２回開催し、普及
啓発を行いました。

3

地域包括支援センターによっては、フォー
マルサービスへの繋ぎの意識が強く、イン
フォーマルサービスの活用検討の前に、相
談ケースのアセスメントを市に全て委ねる
ケースが見られました。

高齢者が住み慣れた地域で本人らしい生
活ができるよう地域と協力して日常生活
を支援するためには、地域包括支援セン
ターのケアマネジメント力の強化を進め
ていきます。

イ 成年後見制度の利用相談等 高齢福祉課

成年後見制度に関する情報を提供し、家族や本人
が成年後見制度を利用することができるよう相談
業務を受けることを通し、成年後見利用支援セン
ター等関係機関と連携して権利擁護の充実を進め
ます。また、親族がいない場合等には、本人に代
わり市長が成年後見人選任の申立手続を行いま
す。さらに、後見人が選任されるまでの間、応急
的な事務管理を行う等の支援を行います。

高齢者よろず相談センター等における相談業務にお
いて、日常生活について権利擁護事業による支援を
必要とする方に対して成年後見制度及び日常生活自
立支援事業の利用や成年後見利用支援センターの活
用等を促し、その生活を支援します。

-

地域包括支援センター等の相談業務において、権
利擁護事業による支援を必要とする方に対して成
年後見制度及び日常生活自立支援事業の利用や成
年後見利用支援センターの活用等を促し、その生
活を支援しました。

3

地域包括支援センターの相談業務におい
て、成年後見制度へつなぐ判断基準や支援
方法が平準化されていないことが課題と
なっています。

日常生活自立支援事業の活用や成年後見
利用支援センターと連携した成年後見制
度利用支援等、各機関における役割の理
解を深め、積極的な活用を促していきま
す。

ウ
成年後見制度の利用支援等
の充実

福祉総務課

判断能力が低下している人やその親族等に対する
成年後見制度の利用支援や制度の普及啓発を行い
ます。また、市民後見人の養成や地域の中での
ネットワーク体制の整備を行います。

平塚市成年後見利用支援センターを拠点とし、相談
業務等により制度の利用支援を行います。また、関
係団体等への講演会や出張講座の開催により、制度
の普及啓発を図るとともに、市民後見人の養成講座
の開催及び講座修了者に研修等も実施することで後
見活動等の質の向上を図ります。さらに、中核機関
を設置し、ネットワーク構築やチーム支援などを行
います。

-

平塚市成年後見利用支援センターを拠点として、
相談、出張講座や講演会等を実施しました。また
市民後見人養成講座（基礎）を開催した他、市民
後見人としての資質向上を図るため、講座修了者
に対して研修を実施しました。令和５年１月から
は、ケース検討調整会議を毎月開催し、中核機関
として、利用促進や後見人の支援に努めました。

3

・成年後見利用支援センターの認知度を高
め、制度を必要としている人が利用につな
がるようにすることが必要です。
・受任調整機能や後見人支援の機能を充実
させることが必要です。

・引き続き成年後見制度に関する講座
（説明会）を開催することで、制度の理
解や関心を高めていきます。
・広報やチラシの啓発だけでなく、LINE
やホームページ等も活用して制度や成年
後見利用支援センターの周知を図りま
す。

エ
終末期に向けた権利擁護推
進事業

高齢福祉課
終焉に向けて本人の希望に沿った支援が行えるよ
う、関係機関等との支援体制を構築し、権利擁護
の推進を図ります。

自分らしい人生を生き、終末期を迎えられるように
支援するため、高齢者よろず相談センター等におけ
る相談業務や出張講座、講演会等でエンディング
ノート等を活用した普及啓発を行います。また、関
係機関と連携し、緊急時等に本人の意思を反映した
支援が行える体制を充実させ、高齢者の権利擁護を
推進します。

各包括で事業実施　年１
３回以上

終末期に向けた活動支援について関係機関との検
討会を年３回実施しました。各地域包括支援セン
ターにおいては、サロンや通いの場等でエンディ
ングノートを活用した普及啓発活動に取り組み、
年13回以上の活動を実施しました。

3

エンディングノート配布後の様子が分から
ないという声が地域包括支援センターから
聞かれました。配布して終わりではなく、
本人の意向を伝える一つのツールとして認
識してもらい書いてもらうことと、その
ツールを本人支援に活用していく方法を検
討する必要があります。

普及啓発活動を継続していくとともに、
エンディングノート配布後の活用事例を
収集し、エンディングノート配布時に本
人に紹介していきます。また、各包括支
援センターへも相談支援業務での活用事
例等を水平展開していきます。

2
住み慣れた
地域で安心
のある生活

高齢者が円
滑に入居で
きる体制づ
くり

3
いのちと権
利を見守る
地域社会

1
孤独死の防
止に向けた
取組の充実

1
見守り活動
の推進

2
権利擁護事
業の充実

1

日常生活を
支える権利
擁護事業の
推進

5
高齢者居住
安定確保の
推進

2

8



高齢者福祉計画（介護保険事業計画第8期）進捗管理

ア
高齢者虐待の知識等の普及
啓発

高齢福祉課・介
護保険課

高齢者虐待の予防、早期発見をするために市民、
関係機関、施設従事者等を対象とし、積極的に普
及啓発を実施していきます。

パンフレットやポスターを作成し、関係機関と相談
窓口に配架します。また、関係機関や施設従事者に
向けて定期的な研修を実施します。地域住民に向け
ては、高齢者よろず相談センターや市が地域に出向
き、講話等による普及啓発を行うなど、継続的に、
かつ、効率よく普及啓発が行える方法を検討し、実
施していきます。

各包括で事業実施　年１
３回以上

地域住民や関係機関に向けては、地域包括支援セ
ンターや市が地域に出向き、講話等による普及啓
発を行い、地域の中で高齢者虐待を早期発見する
ための普及活動を行いました。各地域包括支援セ
ンターで年1回、計13回実施しています。

3

身近な地域住民や民生委員等に対して、高
齢者虐待の基礎知識等について普及するだ
けではなく、虐待を発見した場合の通報先
や相談窓口を広く周知していく必要があり
ます。

高齢者虐待の基礎知識等について普及す
る取り組みや、相談窓口の周知のため、
地域活動の場や集会の機会を捉えて啓発
を実施していきます。

イ
高齢者虐待に対する支援
ネットワークづくり

高齢福祉課
虐待防止ネットワーク協議会において、高齢者虐
待の早期発見や早期対応、予防的取組支援に向け
た体制づくりを行います。

虐待防止ネットワーク協議会を組織する各機関にお
いて、協議会が機能を十分発揮できるよう、課題の
共有を図ります。虐待対応検証機関として、協議会
構成員で組織される実務検討会議を設置し、検証の
中で虐待に至った要因分析や課題、傾向等を把握
し、ネットワーク協議会において情報共有を行い、
予防的取組支援方法について検討します。

平塚市高齢者及び障がい
者虐待防止等ネットワー
ク協議会　年２回開催

平塚市高齢者及び障がい者虐待防止等ネットワー
ク協議会を年２回開催し、虐待対応に関するネッ
トワークづくりや情報共有を行いました。また、
虐待対応検証機関として、実務検討会議を設置
し、検証の中で虐待に至った要因分析や課題、傾
向等を把握し、予防的取組支援方法について検討
しました。

3

虐待対応においては、チーム対応が求めら
れますが、様々な機関が個別に動き連携が
取れていないことで、早期発見・早期対応
に遅れが生じるケースもあり課題となって
います。

虐待防止等ネットワーク協議会が、その
機能を十分発揮できるよう、課題の共有
を図ります。また、虐待対応検証機関と
して実務検討会議の中で虐待に至った要
因分析や課題、傾向等を把握すること
で、予防的取組支援方法について検討し
ます。

ウ
高齢者虐待の相談体制の充
実

高齢福祉課

高齢者虐待を予防し、また発生時に早期に対応す
るため、高齢者よろず相談センター及び関係機関
が円滑に連携し、平準的かつ対応者に差がない継
続的な支援を行います。また弁護士の法律相談を
活用し、法的根拠に基づいた対応を行います。

高齢者虐待対応マニュアルを継続的に検証し、対応
者による差が生じないようにします。また、虐待解
消までの対応について、進捗管理体制を整えます。
高度に法律的な判断が必要となった際に、適時、弁
護士等専門家に相談し助言を受け、支援者への迅速
な判断と対応を行います。

検証会　年１回開催

年1回の虐待マニュアル検証会議を行い、必要に
応じたマニュアルの修正・加筆を行いました。高
度に法律的な判断が必要となった際には、弁護士
の法律相談を活用し助言を受け、効果的な対応を
行いました。虐待対応マニュアルの見直し継続
と、事例の検討会を開催し、対応スキルの向上を
図っています。法律相談の周知と活用の促進で
は、身近な支援者からの相談も積極的に受け、令
和4年度は9件の相談に対応しました。

3

虐待事例や困難事例について、対応者に
よって情報収集や判断及びその後の対応方
法が平準化されておらず、マニュアルにあ
る役割分担が守られていないケースが散見
されることが課題となっています。

虐待マニュアルへの理解度を深め、対応
者による差が生じないよう助言を行うと
ともに、関係機関と市における役割分担
及び協力体制の意識統一をカンファレン
ス等で図ります。

エ
高齢者虐待に関わる職員の
資質向上

高齢福祉課

高齢者虐待の防止及び虐待を受けた高齢者の保護
並びに養護者に対する支援を適切に行うため、関
係機関と情報を共有し、職員に対して高齢者虐待
に関する研修を行います。

高齢者虐待に関わる職員を対象に、過去の事例の検
証や情報共有、知識や技術を向上するための研修を
行います。

実務検討会議　年１回以
上

地域包括支援センターの地域支援担当者連絡会に
おいて虐待事例や困難事例について事例検討を行
うとともに、地域包括支援センター及び庁内各課
を交えた事例検討会を行い、課題の共有と対応力
向上を図りました。

3

地域包括支援センターによって虐待事例や
困難事例への対応に差異があるため、事例
の共有を図り、共通した対応スキルを平準
化していくことが必要と考える。

地域包括支援センター及び庁内各課で連
携して、虐待・困難事例についての事例
検討を行い、課題の共有と対応力向上を
図る。

オ
虐待を受けた高齢者に対す
る支援

高齢福祉課

虐待対応マニュアルに基づき、虐待が解消するま
で支援をします。また、虐待を受け保護を必要と
する高齢者について、施設等にスムーズに保護を
します。

虐待の中心機関である市・高齢者よろず相談セン
ターの対応及び虐待対応マニュアルの検証を行い、
虐待防止ネットワーク協議会において、関係機関を
交えた検証機関としての実務検討会議を設置しま
す。
保護をする施設等との連絡会を設け、保護ルールの
検証を定期的に行い、保護を必要とする高齢者をス
ムーズに保護するなど、高齢者虐待の解消に向けた
支援を行います。

検証会　年１回開催

初期対応及び、評価会議をマニュアルに沿ってス
ムーズに実施できました。地域包括支援センター
との終結事例の振り返りが十分にできなかった
が、高齢者への見守り支援や必要時の緊急保護は
適切に行えました。

3

虐待の事実や発生状況等の確認といった初
動対応が更に求められるようになっていま
す。また、虐待終結時の振り返りを行うこ
とで対応時の課題を振り返ることも必要と
考えます。

限られた職員体制の中で、増加する虐待
通報や緊急保護ケースに対して適切な初
動対応を可能とするため、関係機関との
連携体制を確立するとともに、相互に協
力していくことで虐待を受けた高齢者に
対する支援の充実を図ります。

カ 養護者への支援 高齢福祉課
虐待のリスクのある家庭への予防的支援について
検討します。虐待をした、又はするおそれのある
養護者に必要な支援体制についても検討します。

虐待対応の事例検証の中で、養護者が虐待に至った
要因を分析し、予防的な支援の在り方を検討しま
す。また、その中から施策的取組が必要な課題につ
いて抽出し、支援体制の検討を行い、関係機関との
連絡調整を行う等適切な支援を実施します。

-

各事例の積み重ねにより施策的取組が必要な課題
について抽出し、支援体制の検討を行いました。
予防的観点から養護者支援について、福祉関係各
課との連携強化や、地域包括支援センターとの課
題共有を図りました。

3

養護者支援については、関係機関と情報の
共有を図るだけでなく、支援上の課題を検
討しながら、連携をして支援していくこと
が必要と考えます。また、高齢者虐待にな
らない事例における養護者支援について
も、どのように関係機関と連携して支援し
ていくのかが課題となっています。

養護者支援について、関係機関が連携の
必要性を認識できるように、地域包括支
援センターの事業評価の中に項目を加
え、個別の課題評価だけでなく、養護者
に対する支援の取り組みについての課題
も共有していきます。

キ
施設従事者等による虐待の
防止

高齢福祉課・介
護保険課

施設従事者等による虐待を防止するため、市の支
援体制を整えます。また、施設入所サービス等を
提供する事業者は、緊急やむを得ない場合を除い
て、身体拘束を行ってはならないこととされてい
ます。高齢者が尊厳を持って生活することができ
るように、身体拘束廃止に向けた取組を支援しま
す。

施設従事者等による虐待対応のための対応マニュア
ルを作成し、マニュアルに基づき支援体制の充実を
図ります。施設従事者等による虐待対応を防止及び
予防するため、施設等関係機関に向けて定期的な研
修を行うよう検討します。
市内の介護サービス提供事業者等で構成する「ひら
つか地域介護システム会議」の介護保険施設連絡会
と連携を図るほか、実地指導や地域密着型サービス
事業者への集団指導講習会等の機会に指導を行い、
身体拘束廃止に向けた取組を支援します。

-

平塚市高齢者及び障がい者虐待防止等ネットワー
ク協議会において、養介護施設従事者等に施設虐
待の防止及び予防のための啓発や虐待の現状につ
いて等の情報提供をしました。
養介護施設従事者等による高齢者虐待の相談、現
地調査及び対応については、神奈川県の対応マ
ニュアルに基づき、県と市との連携を図り実施い
たしました。

3

虐待事例検証の中で、虐待に至った要因の
として、職員の人手不足、認知症入居者の
増加、介護ストレスの増大、職場環境の改
善が図られないことへの不満からという理
由があった。研修や意識啓発という教育的
要素よりも、慢性的な人員不足やコロナ禍
による介護負担増といった労働環境要因が
虐待に繋がっている背景が課題となってい
ます。

養介護施設従事者による虐待事例につい
て近年の傾向や事例を通した研修（情報
の共有を図り、対応スキルの平準化）を
していく機会を作る必要性を施設等に周
知します。また、介護職員の労働条件の
悪化による虐待リスクについても、事例
検討等を通じて施設へ周知していきま
す。

ア
避難行動要支援者支援体制
の推進

災害対策課・福
祉総務課・高齢
福祉課・地域包
括ケア推進課・
障がい福祉課・
介護保険課

令和２年２月に策定した「平塚市避難行動要支援
者避難支援指針」に基づき、新制度（避難行動要
支援者支援制度）の周知啓発・登録の推進・マッ
チング率向上・避難支援等関係者との連携強化を
通して、避難行動要支援者の取組の実効性向上と
安心安全の確保を図ります。

新制度（避難行動要支援者支援制度）の周知啓発・
登録の推進・マッチング率向上・避難支援等関係者
との連携強化を通して、避難行動要支援者の取組の
実効性向上と安心安全の確保を図ります。

-

①平塚市避難行動要支援者避難支援指針に基づ
き、庁内対策会議及び連絡会議を開催し、連携を
図った。
②一部地域（自治会・民生委員児童委員）と地域
協議を行い、制度説明及び避難支援関係者との連
携強化、避難行動要支援者支援制度の実効性向上
を図った。

3

①個別避難計画の作成について検討が進ん
でいない
②避難支援等関係者数（支援者）の確保
③制度内容等についての市民への周知・啓
発が不足している

①避難行動要支援者の中から「真に支援
な必要な人」を絞り込み、モデルケース
的に個別避難計画を作成することで、課
題の抽出や事例の水平展開をしながら検
討・策定を進める。
②避難支援等関係者（支援者）を確保す
るため、自治会、民生委員児童委員等へ
の周知・啓発を引き続き行っていく他、
地域の声を聴きながら支援者確保がしや
すい環境づくりについて検討する。
③災害対策課と福祉部連携のもと、様々
な機会、手法を活用した周知広報策を検
討し、市民への普及啓発を推進する。

3
いのちと権
利を見守る
地域社会

2
権利擁護事
業の充実

2
高齢者虐待
防止のため
の取組

3
災害に対す
る取組の推
進

1
避難行動要
支援者への
支援
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イ
福祉避難所等の確保及び充
実

高齢福祉課・地
域包括ケア推進
課・障がい福祉
課・福祉総務
課・災害対策課

小、中学校等の一般の避難所での生活が困難な方
の受入れ施設として、市の福祉施設や県立の特別
支援学校を福祉避難所として指定し、社会福祉施
設等とも受入れに関する協定を締結します。

協定を締結している福祉避難所の管理者と協議の場
を設けるほか、災害時の具体的な避難者の受入れ方
法等について、「福祉避難所開設・運営基本マニュ
アル」に基づく施設ごとのマニュアルを改訂しま
す。同時に、新規に開設する社会福祉施設と協定を
締結し、受入れ施設の更なる充実に努めます。

-
福祉避難所開設・運営基本マニュアルの及び実践
マニュアルの改訂と受け入れ体制の確保を目的と
し、福祉避難所研修を３回実施しました。

4

研修を継続的に行い体制整備に努めている
が、実践的な訓練を行えていないため、市
と各福祉避難所で福祉避難所開設時の具体
的なイメージの共有ができていない。

福祉避難所開設訓練を実施し、福祉避難
所開設におけるイメージの共有を図る。

2
避難体制へ
の支援

ア
災害情報の提供及び避難体
制への支援

高齢福祉課・地
域包括ケア推進
課・介護保険
課・災害対策課

高齢者の命と生活を守るため、高齢者一人ひとり
が平常時から備えるための取組を支援します。

県や市の防災担当部局と連携し、高齢者への適切な
情報発信及び情報提供を実施するとともに、事業者
指導等を活用し、介護事業所等の避難体制の構築に
向けた支援を行います。

-

介護事業所への実地指導の際に、事業所が作成し
た避難確保計画の内容や防災担当部局への提出状
況を確認するとともに、避難や救済が適切に行え
るように情報提供・周知を行いました。

3
避難確保計画の作成が必要ない介護事業所
に対し、避難体制の構築に向けた支援が必
要となります。

非常災害時の計画を作成する等の介護事
業所への指導を行い、避難体制の構築が
図れるよう支援を行います。

ア
介護保険制度の趣旨の普
及・啓発

介護保険課

サービス利用者に介護保険制度やサービス内容に
ついて十分理解していただくため、各種広報媒体
を使った情報提供や高齢者よろず相談センター、
ケアマネジャー等との連携により制度の周知に努
めます。

令和3年度の制度改正に対応したガイドブックを作
成し、要介護・要支援認定の新規申請時に配布する
ほか、高齢者よろず相談センター、公民館等で配布
します。また、引き続き広報紙、ホームページ、パ
ンフレットなどの各種広報媒体を利用した情報提供
や高齢者よろず相談センター、ケアマネジャー等と
の連携を図り、制度周知に努めます。

-

令和３年度の制度改正時に作成した介護保険制度
の概要やサービス種類などの情報を掲載した介護
保険ガイドブックを、令和４年度も引き続き窓口
配布と市ホームページへの掲載を行い、情報提
供・周知を行いました。
また、公民館で開催された高齢者学級の一部で介
護保険制度の周知を行いました。

3

デジタルの時代ではありますが、介護サー
ビスの利用者の特性を考慮し、紙媒体を主
として作成したため、相応の費用がかかり
ました。

サービス利用者や家族等のデジタル機器
の普及状況を勘案しつつ、電子媒体での
情報発信を順次行っていき、経費の削減
を図ります。

イ 事業者情報提供の充実 介護保険課
利用者が的確かつ安心して居宅介護支援事業者や
サービス提供事業者を選択できるように、事業者
に関する情報提供の充実を図ります。

介護保険サービス事業所一覧について、毎月更新
し、ホームページに掲載するとともに、窓口に設置
し配布するほか、介護サービスの情報公表制度の周
知、また、パンフレット、ホームページなどにより
事業者に関する情報提供を行います。

-

毎月上旬に最新の市内介護サービス提供事業所一
覧を作成し、窓口配布と市ホームページへの掲載
を行ったほか、認定結果通知に市内居宅介護支援
事業所一覧を同封することで周知を図りました。

3

事業者情報は、原則として事業所が「介護
サービス情報の公表制度」に登録した情報
が、介護事業所検索のできる「介護情報
サービスかながわ」に掲載されるため、従
業員人数など変更があった際は現況と齟齬
が発生する場合があります。

「介護サービス情報の公表制度」の対象
となる従業員人数などの変更の際には、
事業者自身での修正が必要になることを
周知します。

ア 介護給付の適正化への取組 介護保険課

介護給付の適正化を図るため、介護給付適正化主
要５事業を神奈川県国民健康保険団体連合会から
提供されるサービス別給付実績等の利用により、
定期的に把握しながら実施し、質の高い介護サー
ビスの提供に努めます。

神奈川県国民健康保険団体連合会から提供される
サービス別給付実績等を活用し、「要介護認定の適
正化」、「ケアプランの点検」、「住宅改修等の点
検」、「縦覧点検・医療情報との突合」、「介護給
付費通知」を実施します。

要介護認定の適正化　全
件
ケアプランの点検　年３
７件
住宅改修等の点検　年１
５件
縦覧点検・医療情報との
突合　年４回
介護給付費通知　年４回

・要介護認定の適正化：全件
・ケアプランの点検：37件
・住宅改修等の点検：0件
・縦覧点検・医療情報との突合：4回
・介護給付費通知：4回

2

・ケアプランの点検は、担当者の入れ替え
等からスキルの課題等もあり点検時間を要
しています。

・縦覧点検・医療情報との突合、介護給付
費通知については、効果額が小さく費用対
効果で課題があります。

・住宅改修等の点検は、有資格者によるも
のは、新型コロナウイルス感染拡大防止の
観点で行いませんでした。ただし、工事見
積書及び現場写真による施工状況等の点検
は職員により全件実施しています。

・給付適正化は、担当職員の入れ替えの
ある中、国保連合会の研修に参加するこ
と等でスキルアップをし、点検時間の短
縮及び効率的な実施を図ります。

・住宅改修等の点検は、職員によるもの
は引き続き全件実施します。その上で、
有資格者による現地確認については感染
症の状況を見ながら効果的な方法を検討
します。

イ
事業者への指導・支援の実
施

介護保険課

集団指導講習会、実地指導等を通じて、法令遵守
の周知徹底を図り、市内のケアマネジャー等に研
修を行いサービスの質の向上及び給付の適正化を
図ります。また、介護分野の文書量削減により、
事業者の負担軽減を支援します。

地域密着型サービス事業者及び居宅介護支援事業者
に対して、集団指導講習会、実地指導を計画的に行
い、神奈川県指定の事業者に対しても適宜、神奈川
県平塚保健福祉事務所と合同で実地指導を実施し、
適切な契約締結など法令遵守の周知徹底に努めま
す。
さらに、ケアマネジャー等事業者への研修体制を充
実させ、サービスの質の向上に努めます。また、介
護事業所からの提出書類等の文書量削減により、事
業者の負担軽減を支援します。

-

集団指導講習会は、新型コロナウイルス感染拡大
防止の観点で、講習資料を市ホームページ上で確
認する方法としました。
実地指導は、新型コロナウイルス感染拡大防止に
配慮しながら実施し、必要な指導、助言を行いま
した。
ケアマネジャー等事業者への研修は、介護人材事
業の中の職場環境改善をテーマにした研修と合同
開催しました。
介護事業所からの新規指定申請時や指定内容変更
時の提出書類等の文書量削減については、国・県
の通知を受け、削減を行いました。

2

実地指導は、制度等が複雑化、専門化する
中で職員がノウハウを蓄積することが難し
く適切な助言ができなくなってきているほ
か、指定期間である6年に1回は行うことを
目標としているもののマンパワー不足で実
施できていない事業所が発生しています。

実地指導は、6年間未実施の事業所には
早急に実施し、法令遵守の周知徹底を図
ります。
一方で、確実で効果的な実地指導を目指
すため、介護保険法に定める指定市町村
事務受託法人への実地指導の委託を検討
します。

ウ
介護サービス提供事業者と
の連携

介護保険課

介護保険制度の趣旨を理解し、良質な事業展開を
行うために必要とされる情報を提供し、事業者相
互間の連携調整や情報の共有化を図り、各種サー
ビスの円滑な実施や質の向上を目指します。

市内の介護サービス提供事業者等で構成する「ひら
つか地域介護システム会議」において、９つの事業
者別連絡会（居宅介護支援、訪問介護、訪問入浴、
訪問看護、通所サービス、福祉用具・住宅改修、介
護保険施設、グループホーム、小規模多機能）を開
催するとともに、事業者に制度の趣旨に関する情報
提供を行います。

-
事業者別連絡会として、おおむね月１回程度で会
議（書面開催）と研修会を開催し、情報共有、各
種課題の協議及び解決を実施しました。

3
ひらつか地域介護システム会議の各連絡会
の更なる活性化が必要となります。

引き続き、連絡会間の連携による事業や
地域を越えた連携による事業を行い、ひ
らつか地域介護システム会議を活性化し
ていくように促進していきます。

エ 相談・苦情体制の充実 介護保険課
高齢者が安心して適正なサービスを利用できるよ
う、相談・苦情体制の充実を図ります。

利用者が様々な疑問や苦情等を気軽に相談できるよ
うに相談窓口の充実を図るとともに、ホームページ
等により介護保険に対する相談や苦情の対応の仕組
みや受付窓口をわかりやすく周知します。
介護サービスの相談・苦情について、サービス提供
事業者、担当のケアマネジャーと連携するととも
に、神奈川県や神奈川県国民健康保険団体連合会な
どの関係機関とも連携を図り、解決に努めます。

-
市ホームページで苦情相談に係るチャートや苦情
相談書を掲載しています。

3

相談内容が多岐にわたるため、事業者やケ
アマネジャーが対応すべき苦情相談が市に
寄せられることがありますが、適切な相談
窓口を案内することで対応をしています。

今後も円滑な対応ができるように、苦情
相談の方法を引き続き市民、事業所へ周
知します。

オ 介護サービス相談員の派遣 介護保険課
介護老人福祉施設等の施設・居住系サービスを中
心に介護サービス相談員の派遣を推進します。

利用者の日常的な不安や不満の解消を図るため、介
護サービス相談員を施設等に派遣し、サービス利用
者の疑問や不満、不安などを直接聴き、施設等の担
当者と意見交換を行うなどの取組を進めることによ
り、施設等と利用者の橋渡し役となって介護サービ
スの質の向上に努めます。

-
新型コロナウイルス感染症の影響により派遣を中
止している事業所が多く、少しずつ再開はしてい
るものの、伸び悩んでいる状況です。

2
新型コロナウイルスの影響が長期化する
中、事業所ごとに再開できる時期が違うた
め調整が必要です。

新型コロナウイルスの感染状況や事業所
の意向を十分に考慮したうえで、順次再
開していきます。

3
いのちと権
利を見守る
地域社会

4
人に寄り添
う介護サー
ビス

1
介護保険事
業の円滑な
実施

1

2
サービスの
質の向上

3
災害に対す
る取組の推
進

1
避難行動要
支援者への
支援

情報提供の
充実
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カ
要介護認定の円滑な実施体
制の充実

介護保険課
介護サービスを必要とする利用者を適正に認定す
るため、要介護・要支援認定の実施体制の充実を
図ります。

要介護認定申請件数の増加を見据え、要介護認定調
査や介護認定審査会が遅滞なく円滑に実施できる体
制の整備に努めます。また、認定調査員や介護認定
審査会委員に対し研修等を実施し、質の向上と公
平・公正な運営を図ります。

-

市の認定調査員については、令和３年度の会計年
度任用職員２人（週３日）の退職により、令和４
年度は会計年度任用職員２人（週３日）を採用
し、１人に研修を実施しました（１人は以前に受
講済みのため。）。調査委託については、事務受
託法人等を有効に活用するとともに、県主催の認
定調査員研修を居宅介護支援事業所等に周知しま
した。

4
居宅介護支援事業所によって認定調査に関
する知識量に差が見られます。

誤りが多い手続きや変更点等を掲載した
「認定担当からのお知らせ」の発行や、
認定調査の質の向上のための県主催の研
修の周知等、引き続き、適正な認定調査
に向けスキルアップを図ります。

ア
介護のイメージアップへの
取組

介護保険課
様々な機会をとらえ、介護業界の実情を効果的に
広く情報発信し、介護のイメージアップを図りま
す。

介護業界のあまり知られていない良い面などをＰＲ
する動画を作成し、ホームページやイベント等様々
な機会で広く情報発信することにより、介護のイ
メージアップを図ります。

-

仕事だけでなくプライベートでも精力的な活動を
している市内の介護事業所職員を紹介する動画
「ピカイチ☆フィルム」を令和３年度に引き続き
作成し、第2弾及び第3弾をYouTubeで公開すると
ともに、市内各所で放映しました。

4
市内各所で放映することから、介護事業所
の利用者の動画への出演に対して慎重な事
業所があります。

「ピカイチ☆フィルム」の良さを積極的
に周知する際に動画の目的や放映場所な
ども事前に十分に説明し、理解を得られ
るよう努めます。

イ 介護職場の魅力発信事業 介護保険課
介護職場の魅力をアピールするため、事業所でい
きいきと働く介護職員を紹介するとともに、介護
人材募集等に関する情報を発信します。

ホームページ等を活用して、「うちのピカイチ☆職
員」を紹介するとともに、「カイゴ・しごと・ガイ
ド」により、介護事業所を広く紹介し、介護職場の
魅力発信を行います。

-

実際に働く介護事業所職員の声など求人広告には
載っていない情報を掲載する『カイゴ・しごと・
ガイド』を作成し、市ホームページで公開すると
ともに、市内の公民館、地域包括支援センター、
ハローワーク平塚など、市内56カ所に配架し広く
市民の目に留まるようにしました。
写真掲載の「うちのピカイチ☆職員」は、原則、
動画掲載の「ピカイチ☆フィルム」へ発展的に移
行しています。

4

令和３年度から配布場所や発行数を増やし
たものの、本来の活用方法である『介護職
へ就労するための事業所の紹介』としてで
はなく、『利用者として事業所を利用する
ため』に「カイゴ・しごと・ガイド」が活
用されている状況です。

ハローワークや高校など就職を希望する
人が集まる場所への配架を引き続き積極
的に行っていきます。

ウ 多様な業務の担い手確保 介護保険課
事業所における介護職以外の業務に関する人材の
ニーズを集約し、地域やアクティブシニア等へ周
知し、就労に向けた支援を実施します。

事業所における介護職以外の経理・調理・送迎等の
業務に関する人材のニーズを集約し、勤務形態、給
与面などを含めた情報を、ひらつか元気応援ポイン
ト事業登録者及び平塚市生きがい事業団会員を始め
としたアクティブシニアや地域等へ周知し、就労に
向けた支援を実施します。

-

介護事業者向けに介護職以外の業務に関する人材
（補助人材）に係るニーズ調査を行うとともに、
施策の方向性を整理するなどして取組方法を検討
しました。

2

行政では「就労に向けた支援」として直接
事業所と求職者のマッチングを行うことが
できないため、マッチング事業以外での効
果的な施策を実施する必要があります。

国・県が実施する介護の補助人材確保事
業の動向や方法を注視しつつ、既に行っ
ている取組や市ホームページなどの広報
力を生かして、介護職以外の業務の存在
や必要性を知っていただけるように取り
組みます。

エ
就職相談会・事業所見学会
の実施

介護保険課・高
齢福祉課

ハローワーク平塚等と連携し、介護の仕事に就き
たい人が就労につながるように努めます。

ハローワーク平塚等と連携し、介護事業所の見学
会・就職相談会を実施することで、就労希望者と介
護事業所のマッチングを行います。

-

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点のほか、
就労につながるためのより効果的な方法を、ハ
ローワーク平塚と連携して検討し、介護事業所の
見学会・就職相談会に代えて介護事業所就職説明
会を開催しました。
実績：参加者16人、就職者2人

4
市役所の会議室で説明会を実施する場合、
会場の広さの都合により1回あたりの参加
事業所数が限られます。

令和４年度は１回の開催にとどまりまし
たが、年複数回実施できるようハロー
ワーク及び参加事業所と調整していきま
す。

オ 介護入門的研修の実施
地域包括ケア推
進課・介護保険
課

日常生活援助に係る介護の基礎的な知識や技術を
習得する研修を実施し、キャリアアップを促進し
ます。

既存の研修との統合等を検討するとともに、ひらつ
か元気応援ポイントの利用者等の介護に関心があ
り、さらに研修を受け本格的に介護職場で活躍した
い方に対し、掃除、洗濯、調理、買い物など日常生
活援助を行うための介護の基礎的な知識や技術を習
得する研修を実施します。

-

平塚市社会福祉協議会と連携し、入門的研修（全
21時間）のうち基礎講座（3時間）を実施し、介
護に興味のある方が気軽に参加できる研修を新た
に開催しました。
開催回数：2回
延べ参加者数：25人

2

神奈川県社会福祉協議会が神奈川県から受
託した入門的研修の事業の一環として、平
塚市社会福祉協議会と連携して実施する事
業であるため、毎年継続して実施できるか
不透明です。

平塚市社会福祉協議会と連携し、参加し
やすい基礎講座の有効性について神奈川
県に働きかけ、継続しての開催を目指し
ます。

カ
管理者等への職場環境改善
事業

介護保険課・産
業振興課

事業所を運営する管理者等に対し、職場環境の改
善につながる研修等を行います。

ひらつか地域介護システム会議や産業振興部の事業
と連携し、職場環境の改善につながる、管理者等へ
の研修等を実施します。

-

介護事業所の職員が働きやすくなることを目的
に、また「わかてカイ」で出された若手職員の声
も踏まえ、管理者等向けでスーパービジョンを
テーマにしたオンライン研修を実施しました。
また、産業振興部の事業と連携し、労働問題や社
会経済に関するセミナーへの参加を市内介護事業
所に呼びかけました。

5

受講した事業所のアンケート結果では、令
和５年度以降もオンライン形式での研修実
施を希望する声が多くありました。このた
め、オンライン形式で対応いただける研修
講師の選任を基本に考える必要がありま
す。

介護職員向けの研修を主催している機関
などに協力を仰ぎ、オンライン形式で
ニーズに合った研修を実施していただけ
る講師の選定を進めます。

キ 介護職員への定着支援 介護保険課
介護職員への相談体制の確立や職員間の交流の場
の創設等により、介護職員への定着支援を行いま
す。

ひらつか地域介護システム会議等と連携し、就職後
間もない若手職員を対象に、事業所を超えた交流の
場を創設します。また、介護職員が悩み等を気軽に
相談でき、問題解決につながる助言や働きかけがで
きる外部の相談窓口の設置を検討します。

-

若手職員を対象とした、事業所を超えた交流の場
である「わかてカイ」を年４回実施しました。
また、令和４年度に引き続き、介護職員が悩みな
どを相談できる外部相談窓口についての情報を市
ホームページに専用ページを設けました。

4

「わかてカイ」は、各回の開催時期の期間
が開いたことにより、十分な交流があった
とまでは言えませんでした。
外部相談窓口の専用ページについて、周知
が不十分です。

わかてカイの開催時期やグループワーク
のテーマを見直し、参加者同士が悩みを
共有する中でつながりをもてるようにし
ていきます。

ク
ＩＣＴ化、介護ロボット導
入促進

介護保険課
介護従事者の身体的負担軽減や業務の効率化が図
られるよう業務のＩＣＴ化、介護ロボットなどの
活用を支援します。

介護従事者の身体的負担軽減、業務の効率化に向
け、国や県の補助制度を活用し、介護事業所におけ
る業務のＩＣＴ化や介護ロボット導入を促進しま
す。

-
国や県の補助制度の情報収集に努めるとともに、
国、県と連携し、負担軽減に向けた制度を周知し
ました。

3

国や県の補助メニューが定期的に変わるた
め、その動向に左右されることが課題で
す。
さらに、介護事業所の職員の働きやすさに
つながるＩＣＴ等導入のメリットが十分浸
透してない状況に対し、市も何らかの施策
を検討する必要があります。

引き続き国の補助事業等を注視するとと
もに、市としても介護事業所におけるス
マート化を促進する施策を検討します。

ケ
介護職員初任者研修受講の
促進

介護保険課
介護職のスキルアップや定着支援に向け、介護職
員初任者研修の受講を促進します。

介護職員初任者研修の受講を促進し、研修修了後、
市内事業所へ一定期間就労した者を支援すること
で、新たな人材の確保とサービスの質の向上を図り
ます。

補助件数　５件

・補助件数　14件
・市内の研修実施機関へ訪問し、補助金事業の周
知の協力依頼を行いました。
・研修の受講人数が多い時期を調査し、年２回市
内介護事業所に対して補助金申請の周知を行いま
した。

5

補助が十分に活用されている状況であり、
周知は行き届いていると考えています。補
助対象の拡大や補助額の増額などでさらに
市外からの就労が進むとなおよいと考えら
れます。

引き続き、事業を周知していきます。

コ 若い世代へのすそ野拡大 介護保険課
若い世代に対し、高齢者への理解や介護の必要性
を認識できる環境づくりに努めます。

職場体験等を通し、若い世代が介護の仕事を体験す
ることにより、高齢者理解や介護の必要性について
実体験として学ぶ機会を創出します。

-
県立高浜高等学校の全日制・定時制の生徒を対象
に、介護事業者と連携して介護体験授業を実施し
たところ、メディアでも取り上げられました。

5
受講する人数によって会場やプログラム内
容を検討する必要があります。

引き続き介護事業者と連携し、受講する
生徒にとって有益となるようブラッシュ
アップします。その上で、今後ニーズが
あれば、大学生や中学生等を対象にした
講義も検討します。

4
人に寄り添
う介護サー
ビス

1
介護保険事
業の円滑な
実施

2
サービスの
質の向上

3
介護人材の
確保及びス
キルアップ
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サ 外国人材確保への取組 介護保険課
外国人材の介護分野への参入に向け、効果的に就
労につながる事業を実施します。

外国人の就労に係る関係団体と連携し、外国人就労
者向けの面接会や就職相談会の実施を検討します。
また、事業者向けに外国人材の受け入れ制度や、円
滑な受け入れに関する説明会等を開催するととも
に、既に外国人を雇用している事業所の見学会等を
実施します。

-

横浜市福祉事業経営者会と連携し、外国人向けの
就職相談会を実施しました。
参加法人：５事業所
参加者数：32人

4

横浜市福祉事業経営者会のように、地道な
外国人就労の支援を長年行っていなけれ
ば、仮に市が主催したとしても外国人から
の申込みは少ないと見込まれるため、就職
相談会としての実施は困難です。
また、アンケート調査によると、介護事業
所の中には外国人スタッフの雇用に消極的
なところがあります。

介護事業所に身近な市としてできる効果
的な事業として、外国人スタッフの採用
方法やメリットなどが伝わる取組を検討
します。
その上で、外国人向け就職相談会を連携
して開催できる外部機関があれば、共催
等の実施を検討します。

シ
介護職員等宿舎借上げ支援
事業

介護保険課
災害協定を締結している介護保険事業者等に対
し、多様な人材の確保、定着化及び働きやすい環
境づくりを支援します。

介護職員等の宿舎の借上げを支援し、多様な人材の
受け入れや発掘を促進するとともに、人材の確保定
着につながるよう支援します。

補助件数　２件 補助件数　０件 2
令和３年度以後の実績がないため、市外か
らの就労促進という目的に沿った事業であ
るか検証する必要があります。

引き続き、事業内容が該当する事業所に
広まるように周知していきます。

4
人に寄り添
う介護サー
ビス

1
介護保険事
業の円滑な
実施

3
介護人材の
確保及びス
キルアップ
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